
伊方発電所における所内電源の一時的喪失について 

令 和 ２ 年 ３ 月 

四 国 電 力 株 式 会 社 

参考資料２－２ 



１．件 名 

伊方発電所における所内電源の一時的喪失について 

２．事象発生の日時 

令和２年１月２５日 １５時４４分（１８７ｋＶ母線保護継電装置動作） 

３．事象発生の設備 

１８７ｋＶガス絶縁開閉装置 

（添付資料－１、２） 

４．事象発生時の運転状況 

１号機 廃止措置中 

２号機 平成３０年５月２３日 運転終了（第２３回定期検査中） 

３号機 第１５回定期検査中 

５．事象発生の状況 

１月２５日１５時４４分、伊方発電所１、２号機の屋内開閉所（管理区域外）にお

いて、１８７ｋＶ母線連絡遮断器を動作させる保護継電装置（以下、「１８７ｋＶブス

タイ保護リレー」という。）の取替え終了後の確認作業で起動変圧器２号を系統切替え

するため甲母線断路器を操作しようとしたところ、何ら操作していない状態で、１８

７ｋＶ母線保護継電装置（以下、「１８７ｋＶ母線保護リレー」という。）が動作し、

乙母線に接続されている１８７ｋＶ送電線４回線すべての遮断器が開放して受電が停

止した。 

このため、１、２号機は直ちに６６ｋＶの予備系統から受電した。また、３号機は

直ちに起動した非常用ディーゼル発電機から受電し、その後、５００ｋＶ送電線から

の受電に切替えた。これにより、１～３号機ともに外部からの受電は復旧した。 

その後の状況調査の結果、１８７ｋＶ送電線４回線のうち、１回線から受電する電

路の一部に設備故障があることを確認した。このため、当該電路の切り離しを実施し、

１月２７日１７時１３分、当該電路を含む１回線を除く３回線から受電して、１８７

ｋＶ送電線からの所内電源を確保した。これにより、本事象に伴い受電できなくなっ

た４回線のうち３回線が回復した。 

なお、本事象による環境への放射能の影響はなかった。 

（添付資料－３） 
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６．事象の時系列 

１月 ６日 

６時５４分  ３号機について、保安規定第８８条第３項に定める保全計画

等に基づき定期的に行う点検、保修として、保安規定第７２条

の３外部電源を運転上の制限外へ移行 

 

１月２３日～１月２５日（予定） 

            １８７ｋＶブスタイ保護リレー試験 

 

１月２５日 

１５時３９分  １８７ｋＶ送電線切替え作業開始 

１５時４４分  １８７ｋＶ母線保護リレーが動作し１８７ｋＶ送電線４回線か

らの受電停止 

１、２号機は予備変圧器より受電 

２号機非常用ディーゼル発電機２Ａ、２Ｂ起動（無負荷運転） 

３号機非常用ディーゼル発電機３Ｂ起動（３Ａは点検中）、非常

用高圧母線３Ｄに給電 

１５時５１分  ３号機非常用高圧母線３Ｃを外部電源（５００ｋＶ送電線）よ

り受電 

１６時０４分  ２号機非常用ディーゼル発電機２Ａ、２Ｂ停止 

１６時１１分  ３号機非常用高圧母線３Ｄを非常用ディーゼル発電機３Ｂから

外部電源（５００ｋＶ送電線）に切替え 

１６時２５分  ３号機非常用ディーゼル発電機３Ｂ停止 

２２時４０分  伊方南幹線１号線を１８７ｋＶ乙母線に接続する断路器を含む

ユニットで異常が発生したことを確認 

 

１月２７日 

１４時００分  １８７ｋＶ甲母線試充電作業開始 

１６時０９分  １８７ｋＶ甲母線試充電作業終了 

１６時２２分  ３号機予備変圧器が受電の状態に復帰（１８７ｋＶ送電線から

も受電できる待機状態へ） 

保安規定第７２条の３外部電源を運転上の制限外から復帰 

１６時５６分  １、２号機予備変圧器から起動変圧器への受電に切替え開始  

（６６ｋＶ送電線から１８７ｋＶ送電線に受電を切替え） 

１７時１３分  １８７ｋＶ送電線３回線が受電後、１、２号機予備変圧器から

起動変圧器への受電に切替え終了 
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７．発電用原子炉施設への影響 

本事象に伴う発電用原子炉施設への影響について、電源確保状況、燃料の冷却状況

およびその他設備の状況について、異常がないことを確認した。 

（添付資料－４） 

 

 

８．環境への影響 

放射線モニタの記録より、本事象に伴う外部への放射能の影響はなかったことを確

認した。 

 

 

９．作業状況 

本事象に至るまでの関係箇所の作業状況として、中央給電指令所、伊方発電所の運

転担当部署および保修担当部署の関連作業について、電源系統の状況、作業内容およ

び手順について問題ないことを確認した。 

 

（１）電源系統の状況 

当該試験に伴う電源系統構成については、方向試験のための制約があるなかで、

各号機に必要な非常用ディーゼル発電機および空冷式非常用発電装置ならびに外部

電源（５００ｋＶ送電線、６６ｋＶ送電線および亀浦配電線）を確保しており、外

部電源（１８７ｋＶ送電線）系統の事故に対して電源の多様性を確保していた。 

（添付資料－５） 

 

（２）作業内容および手順 

当該試験に伴う電源系統切替え作業については、「四国電力株式会社 系統運用指

針」等の社内規定に従い、関係箇所で協議の上、作業計画を策定し、一指令ごとに

一操作を行い、その都度確認を行う操作指令により、適切に実施していた。 

（添付資料－６） 

 

 

１０．状況調査結果 

本事象では、１８７ｋＶ母線保護リレーが動作し、１８７ｋＶ送電線４回線からの

受電が停止したことから、状況調査を実施した。 

 

（１）自動オシロ装置の測定結果 

事象発生時の自動オシロ装置によって測定された１８７ｋＶ送電線の電圧および

電流の波形を確認したところ、Ｖ相－Ｗ相間の二相短絡から二相地絡を経て三相地

絡に至ったものと推定した。 

（添付資料－７） 
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（２）ガス分析等の調査結果 

１８７ｋＶガス絶縁開閉装置内のガス分析を行ったところ、伊方南幹線１号線乙

母線断路器ユニットにおいて、短絡および地絡の際に発生するガスの存在を確認し

た。それ以外の箇所について異常はなかった。 

１８７ｋＶガス絶縁開閉装置内のガス圧力を確認したところ、異常はなかった。 

なお、伊方南幹線１号線乙母線断路器は、今回の定期検査における点検対象では

ない。 

（添付資料－８） 

 

（３）健全性確認結果 

１８７ｋＶ甲、乙母線について、主回路の対地間および相間の絶縁抵抗を測定し

たところ、異常はなかった。 

１８７ｋＶ送電線３回線（伊方北幹線１、２号線、伊方南幹線２号線）から１８

７ｋＶ甲母線を順次試充電し、部分放電診断およびセンサによる内部異物の確認診

断を実施したところ、異常はなかった。 

（添付資料－９） 

 

（４）内部調査結果 

ａ．現地確認結果 

ガス分析の結果、地絡の発生を推定した伊方南幹線１号線乙母線断路器ユニッ

トのガス絶縁開閉装置を現地にて開放し、内部調査した結果、タンク内に分解ガ

スによるフッ素化合物（白粉）が堆積しており、断路器のＶ相－Ｗ相間絶縁操作

軸に黒色の炭化痕跡を確認したことから、当該箇所で相間短絡が発生したと推定

した。また、Ｖ相可動接触子がＷ相およびＵ相と不整合の位置であることを確認

した。 

 

ｂ．工場確認結果 

現地確認結果を踏まえてメーカ工場にて、当該断路器を分解し内部調査を実施

した結果、以下の状況を確認した。 

・Ｖ相－Ｗ相間絶縁操作軸の上部埋金とＶ相可動接触子の嵌合部に損耗を確認

した。 

・当該部位以外には、放電に伴うフッ素化合物の堆積や放電痕以外の異常はな

かった。 

（添付資料－１０） 

 

（５）製造、点検履歴等調査結果 

１８７ｋＶガス絶縁開閉装置は、六フッ化硫黄（ＳＦ６）の優れた絶縁性能により、

極間、相間および対地間距離が大幅に縮小されているとともに、機器の合理的な配

置により従来形ガス絶縁開閉装置に比べ、さらに縮小を図った装置であり、導電部、

絶縁部、接触部等がすべてガス中に密閉され、外部雰囲気の影響を遮断しているた

めに長期間劣化せず、耐環境性に優れていることから信頼性の高い装置となってい
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る。 

断路器ユニットの点検については、メーカ推奨に基づき定期的に開閉試験、絶縁

抵抗測定、機構部の注油等を実施している。また、断路器ユニット内部については、

長期的な劣化が無いことから開放点検、部分放電診断等についてはこれまで実施

していない。 

上記の設計および保守管理を実施している一方で、本事象が発生したことを踏

まえて当該断路器に係る製造履歴、点検履歴および運転履歴について、記録等を確

認した。 

製造履歴については、製造時の試験記録より、電気規格調査会標準規格（以下、

「ＪＥＣ」という。）に基づく試験の判定基準を満足していること、点検履歴につ

いては、保全計画に従って、計画通り保守点検を実施していること、運転履歴につ

いては、メーカ動作確認回数である１０,０００回を十分に下回る使用状況である

ことを確認した。 

（添付資料－１１） 

 

（６）類似事例調査結果 

国内類似事例として、原子力施設情報公開ライブラリー（ニューシア）登録情報

から、「ガス絶縁開閉装置」、「断路器」および「外部電源喪失（信号発信含む）に伴

うディーゼル発電機起動」に係る件名から、「トラブル情報」および「保全品質情報」

を抽出した結果、本事象と同様に断路器の相間短絡に起因する類似事例はないこと

を確認した。 

また、原子力施設以外の施設については、伊方発電所の１８７ｋＶガス絶縁開閉

装置のメーカに確認した結果、同一構造の断路器における類似事例はないことを確

認した。 

（添付資料－１２） 

 

 

１１．詳細調査結果 

「１０．状況調査結果」から本事象に至った相間短絡を発生させる要因について、

要因分析図を作成し、これに基づき詳細調査を実施した。 

（添付資料－１３） 

 

（１）絶縁操作軸相間短絡に係る詳細調査 

Ｖ相－Ｗ相間絶縁操作軸相間短絡を発生させた要因となる「電界異常」、「絶縁性

能異常」の２つの因子について、要因分析を実施した。 

その結果、「電界異常」の要因となる「電界設計不良」、「製造不良」、「変形・損傷」、

「異常電圧の侵入」については、製造時の試験、運転記録等により、異常は認めら

れなかった。また、「絶縁性能異常」の要因となる「絶縁設計不良」、「絶縁材料不良」、

「ＳＦ６ガス異常」についても、製造時の試験記録、分析結果等により、異常は認め

られなかった。 

一方、「電界異常」、「絶縁性能異常」の共通因子である「異物の付着」については、

以下の状況から、Ｖ相－Ｗ相間絶縁操作軸の上部埋金とＶ相可動接触子の嵌合部損
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耗により発生した異物の付着が要因となって相間短絡が発生した可能性があること

を確認した。 

・Ｖ相－Ｗ相間絶縁操作軸の上部埋金とＶ相可動接触子の嵌合部に損耗および嵌

合部の山頂部付近に、機械的な衝撃で発生する擦過痕を確認した。 

・断路器ユニット内部より採取した異物を確認した結果、放電に伴い発生する溶

融金属以外の箔状の金属（最大で約４ｍｍ）を採取した。成分分析した結果、

絶縁操作軸の上部埋金（アルミ合金）と可動接触子（銅）の金属成分を検出し

た。 

・相間短絡が発生したＶ相－Ｗ相間絶縁操作軸の表面汚損分析をした結果、絶縁

操作軸の上部埋金（アルミ合金）と可動接触子（銅）の金属成分を検出した。 

 

（２）絶縁操作軸の埋金と可動接触子の嵌合部損耗に係る詳細調査 

「（１）絶縁操作軸相間短絡に係る詳細調査」において、異物発生の可能性を確認

したＶ相－Ｗ相間絶縁操作軸の上部埋金とＶ相可動接触子の嵌合部損耗の要因とな

る「機械的な摩耗」、「熱による溶損」の２つの因子について、更なる要因分析を実

施した。 

その結果、「機械的な摩耗」の要因となる「設計強度不足」、「製造不良による強度

不足」、「組立不良による強度不足」、「操作装置（電動機）からの過大応力」につい

ては、製造時の試験記録、材料分析結果等により、異常は認められなかった。また、

「熱による溶損」の要因となる「嵌合部周辺からの熱影響」については、外観確認

および製造履歴調査結果から、嵌合部周辺に異常な発熱はなかったことを確認した。 

一方、「ギャップ放電の発熱」が要因となって、Ｖ相－Ｗ相間絶縁操作軸の上部埋

金とＶ相可動接触子の嵌合部損耗（溶損）が発生した可能性があることを確認した。

調査の詳細を以下に示す。 

 

ａ．機械的な摩耗 

（ａ）設計強度の確認 

ⅰ．工場試験報告書確認 

当該断路器は、ＪＥＣに基づく、１,０００回の連続開閉試験を実施し、合

格していることを確認した。 

また、メーカとして自主的に、１０,０００回の開閉試験を実施し、合格し

ていることを確認した。 

ⅱ．設計強度評価 

当該断路器の可動接触子および絶縁操作軸の埋金の嵌合部について、最大

公差での隙間および実嵌合長さにおける、通常動作時および拘束時の荷重に

対して、十分な設計強度を有していることを確認した。 

 

（ｂ）製造状態の確認 

ⅰ．製造履歴確認 

製造履歴調査結果から、製造状態に異常は認められなかった。 
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ⅱ．材料分析 

絶縁操作軸の上部埋金および可動接触子の材料分析を行い、設計通りの材

料が使われていることを確認した。 

ⅲ．硬度測定 

硬度測定の結果、規格値以上であることを確認した。 

ⅳ．寸法測定 

寸法測定の結果から、異常は認められなかった。 

 

（ｃ）組立状態の確認 

ⅰ．製造履歴確認 

製造履歴調査結果から、組立状態の異常は認められなかった。 

ⅱ．外観確認 

外観を確認した結果、組立状態の異常は認められなかった。 

 

（ｄ）操作装置（電動機）からの応力確認 

ⅰ．製造履歴確認 

製造時の試験記録より、開閉特性に異常は見られないことを確認した。 

ⅱ．開閉操作状況確認 

当該断路器について、事象発生までの開閉操作履歴より、操作装置のモー

タ過電流警報発生などの異常履歴がないことを確認した。 

ⅲ．操作装置特性確認 

事象発生後の詳細調査において、開閉時間および操作電流が管理値内であ

ること、製造時から有意な差がないことを確認した。 

 

ｂ．熱による溶損 

（ａ）嵌合部周辺からの熱影響の確認 

ⅰ．外観確認 

寸法測定の結果から、嵌合部は、機械的に損傷しない谷間（全２４箇所）

を含め、均一に損耗しており、山径、谷径ともに健全部より小さくなってい

ることを確認した。一方、嵌合部に熱影響を与えると考えられる近隣部位に

は、異常はなかった。 

ⅱ．表面観察 

Ｖ相－Ｗ相間絶縁操作軸の上部埋金とＶ相可動接触子の嵌合部について、

電子顕微鏡（ＳＥＭ）による表面観察を行ったところ、熱による金属溶融の

様相を確認した。 

ⅲ．製造履歴確認 

製造履歴調査結果から、主回路抵抗値は管理値内であったことから、嵌合

部付近で通電による異常な発熱はないことを確認した。 

 

（ｂ）ギャップ放電による発熱の確認 

以下の状況から、ギャップ放電の発熱が要因となって、Ｖ相－Ｗ相間絶縁操

作軸とＶ相可動接触子の嵌合部損耗（溶損）が発生した可能性があることを確
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認した。 

・当該嵌合部は、機械的に損傷しない谷間（全２４箇所）を含め均一に損耗し

ており、山径、谷径ともに健全部より小さくなっていることを確認した。 

・電子顕微鏡（ＳＥＭ）にて損耗部の金属表面を確認した結果、熱影響により

表面が溶融していることを確認した。 

・当該嵌合部の構造上のクリアランスにより絶縁操作軸の上部埋金と可動接触

子の非接触状態が発生することを確認した。 

・当該嵌合部で絶縁操作軸の上部埋金と可動接触子の非接触状態が継続するこ

とで放電が発生することを実証試験にて確認した。 

調査の詳細は以下に示す。 

 

ⅰ．嵌合部の非接触状態継続確認 

設計上、嵌合部をセレーション構造としていることから、動作開始直後と

動作停止直前は絶縁操作軸の上部埋金と可動接触子の嵌合部が瞬間的に非接

触となる場合があるが、瞬間的な非接触では放電は発生しない。動作停止後

に非接触状態が継続した場合、嵌合部の隙間で放電現象が発生する可能性が

あることから、当該断路器と同型式の断路器を用いて、絶縁操作軸の上部埋

金と可動接触子の非接触状態の継続有無について確認した。 

 

（ⅰ）操作装置による非接触状態継続有無の確認（通常） 

運転時同様の操作装置を用いて絶縁操作軸および可動接触子を動作させ、

非接触状態の継続有無を確認する試験を１,０００回実施した。試験の結果、

以下に示す挙動となることを確認した。動作中は瞬間的な非接触状態が発

生するが、１ｍｓ程度の瞬間的な非接触状態であることから、放電が発生

することはない。 

・絶縁操作軸の下側の嵌合部は、構造上、可動接触子が絶縁操作軸の荷重

を支えていることから常に接触状態となる。このため、動作中の瞬間的

な非接触状態については、各絶縁操作軸の上側の嵌合部で発生し、下側

の嵌合部においては発生しない。また、同様に絶縁操作軸の荷重を可動

接触子が支える（絶縁操作軸が水平方向に配置される）構造となる断路

器については、非接触状態は発生しない。 

・動作開始直後は、絶縁操作軸のみが動き出し、停止時に接していた面と

逆の面に当たるまでの瞬間は、面での接触がなくなることから、各絶縁

操作軸の上側の嵌合部において瞬間的な非接触状態が発生する場合があ

る。 

・開放動作時は、停止直前に絶縁操作軸の速度が徐々に低下するのに対し

て、可動接触子は慣性によって速度低下が遅れるため、各絶縁操作軸の

上側の嵌合部の面が離れ、瞬間的な非接触が発生する。一方、投入動作
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時は、停止直前に可動接触子が固定接触子と嵌合するため、可動接触子

は固定接触子から反力を受け、絶縁操作軸はねじりひずみによる回転力

が加わることから、絶縁操作軸の埋金と可動接触子が接触した状態で停

止する 

・前述した非接触状態はすべて瞬間的なものであり、停止後は継続しない。 

・Ｗ相可動接触子はＶ相－Ｗ相間絶縁操作軸の荷重を受け、Ｕ相可動接触

子はＷ相－Ｕ相間絶縁操作軸の荷重を受けるのに対して、Ｖ相可動接触

子は、上部から絶縁操作軸の荷重がかからないことから摩擦力が小さい。

このためＶ相－Ｗ相間絶縁操作軸の上部埋金については、他部に比べて

非接触状態となる可能性がある。 

 

（ⅱ）操作装置による非接触状態継続有無の確認（摩擦力調整） 

「（ⅰ）操作装置による非接触状態継続有無の確認（通常）」のとおり、

摩擦力の違いによって非接触状態となる頻度が異なることから、可動接触

子と導体間の摩擦力を小さくして非接触状態の有無を確認する試験を１,

５００回実施した。摩擦力の調整は、可動接触子と導体間に塗布するグリ

スの量を調整することによって行った。試験の結果、以下の挙動を確認し

た。 

・Ｖ相－Ｗ相間絶縁操作軸の上側の嵌合部は、動作停止直前に非接触状態

となる回数が多くなることを確認し、動作停止後にも瞬間的に非接触状

態となる状況を確認した。 

・その他の嵌合部の挙動については、変化がなかった。 

 

動作停止後の継続的な非接触状態はなかったが、停止後に瞬間的であっ

ても非接触状態が発生することがあった。これは、Ｖ相可動接触子の摩擦

力が減ったことにより、停止直前に可動接触子がチャタリングし、停止後

まで継続することによるものと推定した。 

 

（ⅲ）手動による非接触状態継続有無の確認 

「（ⅱ）操作装置による非接触状態有無の確認（摩擦力調整）」の結果、

摩擦力を小さくすることによって可動接触子が停止後もチャタリングする

場合があることを確認したが、操作装置の停止後も非接触状態が継続する

ことは確認できなかった。 

このため、開放位置から手動で絶縁操作軸または可動接触子を微調整し

たところ、非接触状態が継続することを確認した。 

 

以上のことから、可動接触子の摩擦力が小さく、停止時にチャタリングす

るよう場合は、停止後も非接触状態が継続する可能性があることを確認した。 
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ⅱ．嵌合部の放電有無の確認 

絶縁操作軸の埋金と可動接触子の嵌合部を「ｉ．（ⅲ）手動による非接触状

態継続有無の確認」と同様の方法で非接触状態とした後に、主回路に１８７

ｋＶを３０分間連続的に印加した結果、放電（部分放電）が連続的に発生す

ることを確認した。また、試験後、解体して絶縁操作軸の埋金と可動接触子

の嵌合部を確認した結果、一部に白色化（フッ素化合物の付着）した様相を

確認した。 

本試験の結果から、嵌合部の部分放電の有無は、部分放電診断によって検

知できるレベルであることを確認した。また、部分放電によって嵌合部が損

耗している場合は、フッ素化合物が落下することから、開放点検時にフッ素

化合物の有無を確認することが有用であることが分かった。 

 

ⅲ．放電による溶融時間計算 

絶縁操作軸の埋金と可動接触子の嵌合部に放電が継続した場合に、今回の

事象と同等の損耗にかかる時間を解析した結果、２００日程度であることを

確認した。また、当該断路器の運転履歴を確認したところ至近に１年以上継

続して開放状態となっている実績を確認した。 

（添付資料－１４） 

 

 

１２．断路器内部確認結果 

系統状態を変えずに点検可能な断路器３台について、現地で開放し内部確認を実施

した。 

以下に示すとおり、内部確認の結果、異常は認められなかった。 

 

（１）対象断路器 

・主変圧器１号乙母線断路器 

・起動変圧器１号乙母線断路器 

・伊方南幹線１号線線路側断路器 

 

（２）確認結果 

・外観確認の結果、Ｖ相－Ｗ相間絶縁操作軸の上部埋金とＶ相可動接触子の嵌合部

に放電痕跡および損耗は認められなかった。また、導体表面やタンク底部等に放

電に伴うフッ素化合物やその他異物の存在は認められなかった。 

・Ｖ相－Ｗ相間絶縁操作軸の上部埋金とＶ相可動接触子とは接触状態（テスターで

導通を確認）であることを確認した。 

（添付資料－１５） 
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１３．試験用系統構成、手順等の評価 

本事象を踏まえて、今回の試験用系統構成、手順等の評価および更なるリスク低減

に係る検討を実施した。 

 

（１）今回の試験用系統構成、手順等の評価 

１８７ｋＶブスタイ保護リレーの方向試験の計画にあたっては、「送電系統（原

子力部門、系統運用部門）」、「所内系統（原子力部門の発電所内関係個所）」につい

ての検討を実施しており、その検討内容について評価した。 

その結果、今回の方向試験の計画にあたっては、関係部門において必要な系統構

成の立案を行うとともに、原子力安全に係るリスクを最小化するために実施時期の

選定、天候条件の考慮などのリスクの特定、分析評価を行い、試験中止条件の設定、

万が一のトラブルに対する外部電源、非常用電源の電源確保対策など、リスクを緩

和するための必要な措置を講じていた。 

 

（２）更なるリスク低減に係る検討 

今回、１、２、３号機の所内負荷が数秒間同時に停電したことから、他の作業手

順の可能性を踏まえ、原子力安全に係るリスクを更に低減するため、３号機所内負

荷の切替え時期及び試験用負荷の使用について、更なる検討を実施した。 

また、過去の同様な試験についても試験系統内の事故発生時の影響について同様

に評価を実施した。 

その結果、３号機の所内負荷切替時期は、１８７ｋＶ片母線接続前後のいずれに

おいても、機器故障発生確率の観点では有意な差はなく、故障発生時の影響度の観

点でも、故障の発生箇所によっては、それぞれ一長一短あり、一概にどちらが有用

とは言えない。 

さらに、試験用負荷について、仮設備（模擬負荷）の使用を検討した結果、ケー

ブル敷設・接続作業等に伴う電気事故・作業安全上のリスクを伴うものの、ＴＢＭ

（作業前のミーティング）－ＫＹ（危険予知）の充実等によるリスク低減を図るこ

とにより、有効な手段のひとつである。 

今回の１８７ｋＶブスタイ保護リレーの方向試験において、例えば仮設備（模擬

負荷）を使用する等により、３号機所内負荷を試験系統構成から切り離すことで、

１、２、３号機の所内負荷が同時に停電することはなかった。 

１、２、３号機の所内負荷の同時停電を回避する手段の検討など、過去の実績に

とらわれることなく、試験の都度、原子力安全に係るリスクについて、より幅広い

観点から、特定、分析評価することが重要である。 

 

（３）今後の対応 

１、２、３号機の所内負荷が数秒間同時に停電したことを踏まえ、今回の１８７

ｋＶブスタイ保護リレーの試験再開に際して、３号機の所内負荷を接続しない試験

系統構成（模擬負荷を使用）にて実施する。 
また、１８７ｋＶブスタイ保護リレー等の方向試験を実施する場合、最適な試験

系統構成、負荷の状況は、各プラント状態に大きく依存することから、過去の方向

試験の状況と必ずしも同じとは限らない。 
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従って、原子力安全に係るリスクについて、試験の都度、過去の実績にとらわれ

ることなく、より幅広い観点から、特定、分析評価することが重要である。 

今後実施する保護リレーの方向試験においては、試験計画段階の都度、今回の再

分析・評価を踏まえた検討を実施することとする。また、必要に応じ、確率論的リ

スク評価等、その他のリスク情報を活用するとともに、関係する主任技術者も含め

た意思決定を行うこととする。 

なお、現在当社では、発電所のマネジメントに対し、今回の事例のようにリスク

情報を活用した意思決定を導入するための活動を推進している。 

（添付資料－１６） 
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１４．推定原因  

「１１．詳細調査結果」および「１２．断路器内部確認結果」から本事象に至った

相間短絡を発生させる要因分析を実施した結果、以下のメカニズムにより本事象に至

ったものと推定した。 

 

・Ｖ相－Ｗ相間絶縁操作軸の上部埋金とＶ相可動接触子の嵌合部において、構造上

のクリアランスによる非接触状態が継続した。 

・非接触状態となったＶ相－Ｗ相間絶縁操作軸の上部埋金とＶ相可動接触子の嵌合

部において放電が発生し、嵌合部の隙間が拡大した。 

・嵌合厚さが薄くなったことから、動作時に嵌合部の擦れによって金属くずが発生

した。 

・発生した金属くずが落下し、Ｖ相－Ｗ相間絶縁操作軸または導体表面に付着、高

電界部に付着した金属くずを起点にＶ相－Ｗ相間で短絡が発生した。 

（添付資料－１７） 
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１５．対策 

「１４．推定原因」を踏まえて、伊方南幹線１号線乙母線断路器の相間短絡事象に

対する伊方発電所における対策および他の断路器に対する対策を以下のとおり実施す

る。 

 

・当該断路器（１台）の絶縁操作軸、可動接触子等の損傷（溶損）した部品につい

ては、新品に取替える。なお、１８７ｋＶガス絶縁開閉装置のすべての断路器に

ついては、ギャップ放電の発熱による溶融が進展していないことを、内部ガス分

析、部分放電診断および内部異物診断により確認した。さらに、構造が異なる  

３号機のガス絶縁開閉装置（５００ｋＶ、１８７ｋＶ）の断路器についても、部

分放電診断および内部異物診断を行い、異常がないことを確認した。 

・本事象を踏まえ、同一構造および使用状態が同じ断路器（１３台）については、

計画的に断路器の内部開放点検を行い異常がないことを確認する。 

・当該断路器（１台）ならびに同一構造および使用状態が同じ断路器（１３台）に

ついて、今後も引き続き部分放電診断、内部異物診断を定期的に実施し状態監視

を強化する。断路器については、恒常的な対策について検討していく。 

 

さらに、「１３．試験用系統構成、手順等の評価」を踏まえて、１、２、３号機の電

源が数秒間同時に停電したことから、今回の１８７ｋＶブスタイ保護リレーの試験再

開に際しては、３号機の所内負荷を接続しない試験系統構成（模擬負荷を使用）にて

実施する。また、今後実施する保護リレーの方向試験においては、リスク低減に係る

取り組みを実施する。 

（添付資料－１８） 

 

以  上
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添付資料－１ 

事象発生場所 

 

タービン建屋

原子炉
補助建屋

原子炉建屋

3号炉
原子炉格納

施設

1号炉
原子炉格納

施設

2号炉
原子炉格納

施設

原子炉

補助建家

原子炉

補助建家

タ
ー
ビ
ン
建
家

屋
内
開
閉
所

187kVガス絶縁
開閉装置
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添付資料－２ 

事象発生の設備 

表１ ガス絶縁開閉装置の仕様 

定 格 電 圧 204kV 

定 格 電 流 
1200A（変圧器ユニット） 

2000A（送電線ユニット） 

定 格 短 時 間 耐 電 流 31.5kA 

定 格 周 波 数 60Hz 

定 格 ガ ス 圧 力 ( 2 0 ℃ ) 0.6MPa 

表２ 断路器の仕様 

定 格 電 圧 204kV 

定 格 電 流 
1200A（変圧器ユニット） 

2000A（送電線ユニット） 

定 格 短 時 間 耐 電 流 31.5kA 

定 格 周 波 数 60Hz 

定 格 ガ ス 圧 力 ( 2 0 ℃ ) 0.6MPa 

表３ ガス絶縁開閉装置の設置時期 

設 置 時 期 平成１６年度 
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図２ 事象概要図（１８７ｋＶ系統図） 
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添付資料－４ 

 

発電用原子炉施設への影響 

 

事象発生時における伊方発電所１、２号機および３号機の電源確保状況、燃料の冷

却状況およびその他設備の状況を確認した結果、異常がないことを確認した。 

 

１．電源確保状況 

（１）１、２号機 

外部電源として、表１のとおり１８７ｋＶ送電線４回線、６６ｋＶ送電線

１回および亀浦配電線（亀浦変電所からの配電線）から受電可能であり、非

常用電源として、非常用ディーゼル発電機２Ａおよび２Ｂならびに空冷式非

常用発電装置１号および２号から受電可能であった。また、号機間連絡ケー

ブルにより、３号機の外部電源または非常用電源からの融通も可能であった。

事象発生前、１号機および２号機の所内電源は１８７ｋＶ送電線より受電し

ていた。 

事象発生後、１８７ｋＶ送電線４回線からの受電が停止したため、１号機

および２号機の所内電源は設計どおり６６ｋＶ送電線（予備変圧器）からの

受電に切替わった。また、２号機の非常用ディーゼル発電機も設計どおり１

０秒以内で自動起動した。 

 

表１ １、２号機 事象発生時の所内電気系統の概要 

号機 
受電 

外部電源 非常用電源 
通常時 事象発生時 

１号機 甲母線 

乙母線 

・１８７ｋＶ送電

線（４回線） 

・６６ｋＶ送電線  

（１回線） 

・亀浦配電線 

・空冷式非常用発電

装置１号 

２号機 乙母線 

・非常用ディーゼル

発電機２Ａ、２Ｂ 

・空冷式非常用発電

装置２号 

 

（２）３号機 

外部電源として、表２のとおり５００ｋＶ送電線２回線、１８７ｋＶ送電

線４回線および亀浦配電線から受電可能であり、非常用電源として、非常用

ディーゼル発電機３Ｂおよび空冷式非常用発電装置３、４号から受電可能で

あった。また、号機間連絡ケーブルにより、１、２号機の外部電源または非
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常用電源からの融通も可能であった。事象発生前、３号機の所内電源は、予

備変圧器の点検終了後の健全性確認のため、１８７ｋＶ送電線より受電して

いた。 

事象発生後、１８７ｋＶ送電線４回線からの受電が停止したため、設計ど

おり１０秒以内で非常用ディーゼル発電機３Ｂが自動起動し、非常用高圧母

線３Ｄは非常用ディーゼル発電機３Ｂから受電した。また、非常用高圧母線

３Ｃは、非常用ディーゼル発電機３Ａ点検中のため５００ｋＶ送電線から受

電した。その後、非常用高圧母線３Ｄを非常用ディーゼル発電機３Ｂから５

００ｋＶ送電線からの受電に切替えた。 

 

 

表２ ３号機 事象発生時の所内電気系統の概要 

受電 
外部電源 非常用電源 

通常時 事象発生時 

所内変圧器 ※１

または 

予備変圧器 ※２ 

予備変圧器 ※２ 

・５００ｋＶ送電線

（２回線） 

・１８７ｋＶ送電線

（４回線） 

・亀浦配電線 

・非常用ディーゼル

発電機３Ｂ※３ 

・空冷式非常用発電

装置３号、４号 

※１：５００ｋＶ送電線より受電 

※２：１８７ｋＶ送電線より受電 

※３：非常用ディーゼル発電機３Ａは点検中 
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２．燃料冷却状況について 

（１）燃料冷却再開までの主な時系列 

 

令和２年 

１月１６日      

１０時１６分  ３号機の燃料取出完了 

１月２５日 

１５時４４分  １８７ｋＶ送電線４回線からの受電停止 

 

（３号機） 

１５時４４分  非常用ディーゼル発電機３Ｂ自動起動、非常用高圧母線

３Ｄ受電 

海水ポンプ３Ｃ、３Ｄ自動起動 

原子炉補機冷却水ポンプ３Ｃ、３Ｄ自動起動 

１５時５１分  非常用高圧母線３Ｃを外部電源（５００ｋＶ送電線）か

ら受電 

１６時１１分  非常用高圧母線３Ｄを外部電源（５００ｋＶ送電線）か

らの受電に切替え 

１６時２７分  使用済燃料ピットポンプ３Ｂ運転、冷却再開 

 

（２号機） 

１５時４４分  予備変圧器より受電（非常用高圧母線２Ｃ、２Ｄ受電） 

海水ポンプ２Ａ、２Ｃ自動起動 

原子炉補機冷却水ポンプ２Ａ、２Ｃ自動起動 

１７時１９分  使用済燃料ピットポンプ２Ｂ運転、冷却再開 

 

１８７ｋＶ送電線からの受電停止を受けて、中央制御室ではただちに使用

済燃料ピットの温度および水位を確認し、異常がないことを確認した。 

使用済燃料ピットについては十分な保有水を確保しており、冷却が一時的

に停止したとしても急激には温度上昇しないことから、冷却再開までに十分

な時間的余裕があった。 

このため、あらかじめ定められた手順どおり、まず停電に伴う非常用ディ

ーゼル発電機の自動起動、その後の原子炉の安全性を維持するための機器（海

水ポンプ、冷却水ポンプ等）の自動起動の状態について確認を実施し、その

後、現地にて使用済燃料ピットポンプを手動で起動し、冷却を再開した。 

使用済燃料ピットの冷却を再開するまでの間においても、使用済燃料ピッ

トの温度および水位については、中央制御室で連続して監視しており、有意

な変化がないことを確認していた。 
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図３ 使用済燃料ピット水浄化冷却系統等 

 

 

（２）使用済燃料ピットの燃料貯蔵体数および冷却状況 

ａ．使用済燃料ピットの燃料貯蔵体数 

各号機における使用済燃料ピットの燃料貯蔵体数は下表のとおりであ

った。 

 

表３ 使用済燃料ピットの燃料貯蔵体数（体） 

    号機 

燃料種別 
１号機 ２号機 

３号機 

Ａピット Ｂピット 

ウラン燃料 

（照射済） 
－ ３１６ ８４８ ６３５ 

ＭＯＸ

燃料 

照射済 － － １６ － 

新燃料 － － ５ － 
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ｂ．使用済燃料ピットの冷却状況 

非常用高圧母線の停電から使用済燃料ピットの冷却を再開するまでの

温度上昇は最大１．１℃（３号機Ａピット）であり、通常運転における温

度変化の範囲であったこと、また保安規定に定める使用済燃料ピットの温

度に係る制限値６５℃に対して十分な余裕があったことから、使用済燃料

の冷却状態に問題はなかった。また、２、３号機とも使用済燃料ピットの

水位に有意な変動はなかった。 

 

表４ 使用済燃料ピット水温（℃） 

号機 

時系列 
２号機 

３号機 

Ａピット Ｂピット 

事象発生前(15 時時点) １６．７ ３３．０ ３２．３ 

事象収束後(19 時時点) １６．９ ３３．８ ３３．２ 

上 記 期 間 の 最 大 値 １６．９ ３４．１ ３３．３ 

 

10

20

30

40

50

60

70

1/18 1/20 1/22 1/24 1/26 1/28 1/30 2/1

温
度
［

℃
］

25

30

35

40

1/25 12:00 1/26 0:00 1/26 12:00

温
度
［

℃
］

使用済燃料ピットＡ温度

使用済燃料ピットＢ温度

15:44 受電停止(冷却停止)

16:27 ポンプ起動(冷却再開)

制限値：65℃

 
図４ ３号機使用済燃料ピット温度 
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15:44 受電停止(冷却停止)

17:19 ポンプ起動(冷却再開)

 

図５ ２号機使用済燃料ピット温度 

 

 

３．その他設備の状況 

事象発生後の巡視点検および中央パラメータから、異常がないことを確認した。 
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添付資料－５ 

 

電源系統の状況 

 

１．方向試験 

１８７ｋＶ母線連絡遮断器について、保護リレーを取替えたことから、取替え

後の健全性確認試験として、当該遮断器に対して一方向から所定の負荷電流を流

し、通電状態に問題がないことを確認する必要があった。 

 

２．作業計画 

方向試験前の電源系統構成について、１号機は１８７ｋＶ甲母線、２号機は１

８７ｋＶ乙母線からそれぞれ受電する系統構成であった。 

当該試験に必要な負荷電流を流すために、電力負荷を確保する必要があるが、

１、２号機のみの所内負荷では不足するため、３号機の所内電源について、５０

０ｋＶ送電線から１８７ｋＶ送電線に切替えることで、当該試験に必要な電力負

荷を確保する計画であった。 

また、当該遮断器に対して一方向から所定の負荷電流を流すために、通常時は

１８７ｋＶ送電線から２回線ずつ受電している母線の系統構成を、どちらか片方

の母線で受電するよう切替える必要があったため、乙母線で１８７ｋＶ送電線４

回線を受電することとし、甲母線で所内負荷である起動変圧器１、２号および予

備変圧器３号を接続するよう計画した。 

方向試験の実施にあたっては、試験のため通常時のような１８７ｋＶ母線の多

重性が確保できない制約のなかで、各号機に必要な非常用ディーゼル発電機およ

び空冷式非常用発電装置を確保するとともに他の外部電源（５００ｋＶ送電線２

回線、６６ｋＶ送電線１回線および亀浦配電線）も確保しており、外部電源（１

８７ｋＶ送電線）系統の事故に対して電源の多様性を確保するよう計画していた。 
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１８７ｋＶ母線

伊方発電所

甲母線

乙母線

起動変圧器
２号

起動変圧器
１号

２号機へ
（定検中）

１号機へ
（廃止）

遮断器
(開放)

断路器
(開放)

遮断器
(投入)

断路器
(投入)

伊方南幹線
１号線

伊方南幹線
２号線

伊方北幹線
１号線

伊方北幹線
２号線

【凡例】

甲母線からの受電

乙母線からの受電

大洲変電所

３号機へ
（定検中）

予備変圧器
３号

 

図１ 方向試験実施前の系統構成 

 

１８７ｋＶ母線

伊方発電所

甲母線

乙母線

起動変圧器
２号

起動変圧器
１号

２号機へ
（定検中）

１号機へ
（廃止）

３号機へ
（定検中）

予備変圧器
３号

遮断器
(開放)

断路器
(開放)

遮断器
(投入)

断路器
(投入)

伊方南幹線
１号線

伊方南幹線
２号線

伊方北幹線
１号線

伊方北幹線
２号線

【凡例】

甲母線からの受電

乙母線からの受電

大洲変電所

※乙母線から甲母線への電流方向

※

切替え
箇所

 

図２ 方向試験における系統構成 
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添付資料－６ 

 

作業内容および手順 

「四国電力株式会社 系統運用指針」等の社内規定に基づき、作業が行われている

ことを確認した。 

 

時期 中央給電指令所 伊方発電所 運転担当部署 伊方発電所 保修担当部署 

作業計画 

段階 

   

作業実施 

段階 

   

 

 

試験準備 

切替え操作 

指令を受けて、⑦操作を

実施しようとしたとこ

ろ、保護継電装置が作

動。 

③18-13 乙「投入」 

④18-13 甲「開放」 

⑤18-11 乙「投入」 

⑥18-11 甲「開放」 

設備停止月間 
計画の立案 

設備停止月間 
計画の決定 

要求※１ 

方向試験 

連絡 

187kV 甲母線の伊方北

幹線 1 号線、伊方南幹
線 1 号線を乙母線に切

替え 

切替え操作 

⑦18-42 甲「投入」 

⑧18-42 乙「開放」 

187kV 乙母線の起動変

圧器 2 号を甲母線に切

替え 

切替え操作 

⑨18-13 甲「投入」 

⑩18-13 乙「開放」 

⑪18-11 甲「投入」 

⑫18-11 乙「開放」 

187kV 乙母線の伊方北

幹線 1 号線、伊方南幹

線 1 号線を甲母線に切
替え 

切替え操作 

187kV 甲母線の起動変
圧器 2 号を乙母線に切

替え 

⑬18-42乙「投入」 

⑭18-42 甲「開放」 

「一指令一操作」※２に 

より実施する。 

設備トラブルにより、⑦以降の操作は中止 

内容確認 

操作表に 
基づく指令 

指令 

報告 

操作表に 
基づく指令 

指令 

報告 

操作表に 
基づく指令 

指令 

報告 

連絡 

操作表に 
基づく指令 

指令 

報告 

切替え操作 

①18-39 甲「投入」 

②18-39  「投入」 

予 備 変圧 器 3 号を
187kV 甲母線に切替え 

操作表に 
基づく指令 

指令 

報告 

作業内容検討・ 
作業要領書制定 

 
 

操作表の作成・
作業前打合せ 

決定通知 

作業前打合せ 
打合せ 

※１ 工程管理の担当課より、担当部長の承認後に本店経由で提出 

※２ 一指令ごとに一操作を行い、その都度確認を行う操作指令 

 

作業前打合せ 
打合せ 

協議 

作業内容検討 
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添付資料－７ 

 

自動オシロ装置の測定結果 

 

 事象発生時の自動オシロ装置によって測定された１８７ｋＶ送電線の電圧および

電流の波形を確認したところ、Ｖ相－Ｗ相間の二相短絡（図１の①）から二相地絡

（図１の②）を経て三相地絡（図１の③）に至ったものと推定した。事故電流測定

結果は表１のとおり。 

  

① ① ② ③

測 定 箇 所

１８７ｋV甲母線電圧 Ｕ相電圧

１８７ｋV甲母線電圧 Ｖ相電圧

１８７ｋV甲母線電圧 Ｗ相電圧

１８７ｋV甲母線電圧 ＵＶ線間電圧

１８７ｋV甲母線電圧 ＶＷ線間電圧

伊方南幹線１Ｌ電流 Ｕ相電流

１８７ｋV甲母線電圧 ＷＵ線間電圧

伊方南幹線１Ｌ電流 Ｖ相電流

伊方南幹線１Ｌ電流 Ｗ相電流

伊方南幹線１Ｌ電流 地絡電流

（凡例）
二相短絡

二相地絡

三相地絡

 

 

表１ 事象発生時の事故電流 

対象 
伊方北幹線 

１号線 

伊方北幹線 

２号線 

伊方南幹線 

１号線 

伊方南幹線 

２号線 
合計 

Ｕ相電流 ２６４Ａ ３２２Ａ ２４４Ａ ３２４Ａ １，１５４Ａ 

Ｖ相電流 ２，２４８Ａ ２，１５７Ａ ２，３１７Ａ ２，２１１Ａ ８，９３３Ａ 

Ｗ相電流 ２，１６５Ａ １，８６１Ａ ２，２２２Ａ １，９１７Ａ ８，１６５Ａ 

地絡電流 ４２８Ａ ４４２Ａ ４７９Ａ ４９２Ａ １，８４１Ａ 

 

図１ 自動オシロ装置の測定結果 
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添付資料－８ 

ガス分析等の調査結果 

 

自動オシロ装置の状況より、短絡および地絡の発生が推定されたことから、地絡

等の発生個所を特定するため、ガス分析等の調査を行った。 

 

１．ガス分析結果 

図１に示すガス区分ごとにガス分析 ※１を実施した。その結果、伊方南幹線１

号線乙母線断路器ユニットのガス区分（図１の③）にて検知剤の色が変わり、

ＳＯ２およびＨＦガスの存在が確認された（図２）。その他のガス区分では、変

色はなかった。これらは、地絡等によって発生するガスであることから、当該

ガス区分において、地絡等が発生したものと推定した。 

 

※１：ガス絶縁開閉装置内に絶縁体として封入されているガスを採取し、地絡等によって発生

するガスの有無を確認することによって、地絡等の発生の有無を確認することができる。 

 

１８７ｋＶ母線

甲母線

乙母線

１号
主変圧器

２号
起動変圧器

伊方南幹線
１号線

伊方南幹線
２号線

伊方北幹線
１号線

伊方北幹線
２号線

１号
起動変圧器

３号
予備変圧器

２号
主変圧器

遮断器

断路器

ガス区分の区切り

伊方南幹線１号線乙母線断路器ユニットのガス区分
③にて地絡等の発生を示すガスの存在を確認した。
その他の区分においては、地絡等の発生を示すガス
の存在は確認できなかった。

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑩

⑪

⑫

⑬

⑭

⑮

⑯

⑰⑱

⑲

⑳

㉜

㉝

㉑

㉒

㉓

⑨

㉔

㉕㉖

㉗

㉘㉙

㉚㉛

㉞

 

図１ １８７ｋＶ母線ガス区分 

 

採取前 採取後 採取前 採取後

ＳＯ２ ＨＦ

 

図２ 伊方南幹線１号線乙母線断路器ユニットのガス分析結果 
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２．ガス圧力の確認 

図１のガス区分ごとに設置されているガス圧力計によって確認した結果、す

べて管理値以上であり、異常はなかった。確認結果を表１に示す。 

 

表１ ガス圧力確認結果 

ガス区分 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫

ガス圧力(MPa) 0.63 0.64 0.64 0.64 0.64 0.64 0.64 0.62 0.62 0.64 0.63 0.62

管理値(MPa)

ガス区分 ⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰ ⑱ ⑲ ⑳ ㉑ ㉒ ㉓

ガス圧力(MPa) 0.61 0.64 0.64 0.62 0.62 0.64 0.63 0.64 0.62 0.62 0.62

管理値(MPa)

ガス区分 ㉔ ㉕ ㉖ ㉗ ㉘ ㉙ ㉚ ㉛ ㉜ ㉝ ㉞

ガス圧力(MPa) 0.64 0.62 0.62 0.62 0.62 0.62 0.63 0.63 0.39 0.38 0.40

管理値(MPa)

※測定時の外気温(9℃）で換算した値

0.60以上

0.60以上 0.38以上
※

0.60以上
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添付資料－９ 

 

健全性確認結果 

 

 １８７ｋＶ甲、乙母線の健全性確認のため、１８７ｋＶ甲、乙母線の絶縁抵抗測定

を実施し、主回路の対地間および相間に異常がないことを確認した。 

１８７ｋＶ送電線３回線（伊方北幹線１、２号線、伊方南幹線２号線）の試充電、

部分放電診断および内部異物診断を実施し、表１のとおり異常がないことを確認した。 

 

 

 

調査項目 結果 

試充電 ※１ 異常なし 

部分放電診断 ※２ 異常なし 

内部異物診断 ※３ 異常なし 

 

 

  ※１ 伊方北幹線２号線、伊方北幹線１号線、伊方南幹線２号線、予備変圧器３

号、起動変圧器２号、母線連絡、起動変圧器１号の順に試充電を実施。 

 

  ※２ ガス絶縁開閉装置表面に取り付けたアンテナにより、部分放電により発生

した電磁波を検出することで絶縁体の劣化状態を確認する。 

 

  ※３ ガス絶縁開閉装置表面に取り付けたセンサにより、ガス絶縁開閉装置内の

異物挙動による微小な超音波振動を検出することで内部異物の有無を確

認する。 

 

表１ １８７ｋＶ甲母線の健全性確認結果 
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添付資料－１０ 

 

内部調査結果 

伊方南幹線１号線乙母線断路器ユニットについて、開放して内部調査を実施した

結果を示す。 

 

１．現地確認結果 

ガス分析の結果、伊方南幹線１号線乙母線断路器ユニットのガス区分におい

て地絡が発生したと推定されたことから、当該区分のガス絶縁開閉装置の開放

を行い、内部の確認を行った。内部の写真を図１に示す。 

確認した結果、タンク内に分解ガスによるフッ素化合物（白粉）が堆積して

おり、断路器のＶ相－Ｗ相間絶縁操作軸に黒色の炭化痕跡が見られたことから

当該箇所で相間短絡が発生したと推定した。Ｖ相－Ｗ相間の短絡については、

自動オシロ装置の記録と一致している。また、Ｖ相可動接触子がＷ相およびＵ

相と不整合の位置であることを確認した。伊方南幹線１号線乙母線断路器ユニ

ットの外観図および内部構造図を図２から図５に示す。 

炭化痕跡を確認

乙母線導体（V相）

乙母線導体（Ｗ相）

乙母線導体（Ｕ相）

断路器の絶縁操作軸

開　放

フッ化物の堆積を確認

伊方南幹線１号線乙母線断路器の
ハンドホールを開放

 

図１ 伊方南幹線１号線乙母線断路器ユニットの開放写真 
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図３ 断路器ユニット内部構造図（Ｘ方向） 

X方向

Ｙ方向

Ｚ方向

開放

図４ 断路器ユニット内部構造図（Ｙ方向） 

図２ 断路器ユニット外観図 

図５ 断路器ユニット内部構造図（Ｚ方向） 

絶縁スペーサ

 
ハンドホール

 

導体（乙母線 Ｖ相）

絶縁操作軸

炭化痕跡あり
導体（乙母線 Ｗ相）

導体（乙母線 Ｕ相）
可動接触子

（断路器「入」時）

炭化痕跡あり

導体（伊方南幹線１号線 Ｖ相）

導体（伊方南幹線１号線 Ｕ相）

導体（伊方南幹線１号線 W相）
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V相

W相

可動接触子

導体

（送電線側）

埋金

可動接触子

導体

（送電線側）

埋金

絶縁操作軸

埋金

２．工場確認結果 

（１）絶縁操作軸と可動接触子嵌合部の状況 

メーカ工場にて当該断路器を分解し内部調査を実施した結果、Ｖ相－Ｗ

相間絶縁操作軸の上部埋金とＶ相可動接触子の嵌合部に損耗が見られた。

（図６） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図６ 嵌合部の損耗状況 

・Ｖ相－Ｗ相間絶縁操作軸の上部埋金 

嵌合部損耗 

健全部 損耗部 

健全部 

損耗部 

・Ｖ相可動接触子 嵌合部損耗 
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（２）Ｖ相－Ｗ相間絶縁操作軸の状況 

放電痕跡を確認した結果、絶縁操作軸の上下に向かう放電進展が見られ

ることを確認した。（図７、８） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図８ 解体前状況 

放電痕跡 

図７ 絶縁操作軸放電痕跡 

Ｖ相 

Ｗ相 

Ｗ相 

Ｖ相 
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（３）その他内部確認結果 

断路器の各部品を解体し、外観確認等を実施した結果、タンク内の絶縁ス

ペーサ部、導体表面等への分解ガスによるフッ素化合物（白粉）の堆積や放

電痕は見られたものの、前述の（１）および（２）を除き、その他異常は見

られなかった。 
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添付資料－１１ 

製造、点検履歴等調査結果 

 

１８７ｋＶガス絶縁開閉装置は、六フッ化硫黄（ＳＦ６）の優れた絶縁性能により、極

間、相間および対地間距離が大幅に縮小されているとともに、機器の合理的な配置によ

り従来形ガス絶縁開閉装置より、さらに縮小を図った装置であり、導電部、絶縁部、接

触部等がすべてガス中に密閉され、外部雰囲気の影響を遮断しているために長期間劣化

せず、耐環境性に優れていることから信頼性が高い装置となっている。 

断路器ユニットの点検については、メーカ推奨に基づき定期的に開閉試験、絶縁抵抗

測定、機構部の注油等を実施している。また、断路器ユニット内部については、長期的

な劣化が無いことから、開放点検および部分放電等の設備診断についてこれまで実施し

ていない。 

上記の設計および保守管理を実施している一方で、本事象が発生したことを踏まえて

当該断路器に係る製造履歴、点検履歴および運転履歴について、記録等を確認した。確

認結果を以下に示す。 

 

１．製造履歴調査結果 

当該断路器に関し、製造履歴を確認した結果、表１のとおり、電気規格調査会標

準規格（ＪＥＣ）の判定基準を満足していることを確認した。 

 

表１ 断路器の製造履歴 

項 目 判定基準 試験記録 

構造検査 異常のないこと 良 

開閉試験 

手動開閉 

試験 
支障なく開閉できること 良 

開閉特性 

試験 
確実に動作すること 良 

連続開閉 

試験 

制御電圧が定格値、最高値、最低値

の条件で支障なく開閉できること 
良 

抵抗測定 

試験 

Ｕ相 
30μΩ 

（設計値+20%以下） 
28.0μΩ 

Ｖ相 
28μΩ 

（設計値+20%以下） 
27.0μΩ 

Ｗ相 
26μΩ 

（設計値+20%以下） 
26.0μΩ 

商用周波耐電圧試験 
定格ガス圧値で試験電圧を印加

し、異状なく耐えること 
良 
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２．保守履歴調査結果 

当該断路器の点検実績を確認した結果、表２のとおり、前回の点検は平成３０年

度に外観点検、絶縁抵抗測定等を実施していることを確認した。 

当該断路器の点検については、メーカ推奨に基づき定期的に開閉試験、絶縁抵抗

測定、機構部の注油等を実施しており、これまで異常は認められていない。 

 

表２ 保守履歴調査結果 

実施時期 断路器点検実績 断路器点検内容 

平成３１年度 （今回点検なし） - 

平成３０年度 点検実施 

・外観点検 
・絶縁抵抗測定 

・タンク外操作機構の点検、注油 
・開閉試験 他 

（参考）保全計画に基づく点検頻度：１回／３年 

 

３．運転履歴調査結果 

当該断路器に動作回数カウンタが設置されていないことから、伊方南幹線１号線

の遮断器と同程度の動作回数とした場合、約２５０回となる。ここに工場製作や  

据付時の試験等における動作回数（約１００回）を加味しても約３５０回程度であ

り、メーカ動作確認回数である１０，０００回を十分に下回る使用状況であること

を確認した。 
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添付資料－１２ 

類似事例調査結果

No
.

ユ
ニ

ッ
ト

名
件

　
　

　
　

名
事

象
発

生
箇

所
事

象
発

生
日

平
成

23
年

  
4月

  
7日

平
成

23
年

  
3月

 1
1日

平
成

10
年

  
9月

 2
4日

６
．

９
ｋ

Ｖ
メ

タ
ク

ラ
２

Ａ
母

線
低

電
圧

に
よ

る
非

常
用

デ
ィ

ー
ゼ

ル
発

電
機

２
Ａ

の
起

動
・

給
電

に
つ

い
て

平
成

16
年

  
2月

 1
0日

平
成

17
年

 1
2月

 2
2日

送
受

電
系

統

送
受

電
系

統

定
期

検
査

中
の

所
内

電
源

の
一

部
停

電
に

つ
い

て

平
成

17
年

 1
2月

 2
2日

平
成

19
年

  
3月

 2
5日

送
受

電
系

統

送
受

電
系

統

送
電

線
事

故
に

伴
う

一
時

的
な

受
電

停
止

に
つ

い
て

４
－

３
Ｃ

母
線

電
圧

低
信

号
発

信
に

伴
う

Ａ
デ

ィ
ー

ゼ
ル

発
電

機
の

自
動

起
動

に
つ

い
て

送
受

電
系

統
【

東
日

本
大

震
災

関
連

】
東

北
地

方
太

平
洋

沖
地

震
に

よ
る

外
部

電
源

喪
失

に
伴

う
運

転
上

の
制

限
逸

脱
他

東
通

発
電

所
1号

能
登

半
島

地
震

に
伴

う
外

部
電

源
喪

失
時

の
運

転
上

の
制

限
逸

脱
に

つ
い

て
志

賀
発

電
所

1号

送
電

系
統

事
故

に
伴

う
大

飯
１

，
２

号
機

原
子

炉
停

止
及

び
大

飯
３

，
４

号
機

所
内

単
独

運
転

に
つ

い
て

大
飯

発
電

所
1,

2,
3,

4号

テ
レ

メ
ー

タ
伝

送
デ

ー
タ

の
欠

測
（

北
海

道
胆

振
東

部
地

震
）

泊
発

電
所

２
７

５
ｋ

Ｖ
母

線
保

護
装

置
更

新
工

事
に

お
け

る
女

川
原

子
力

発
電

所
１

号
機

所
内

電
源

の
停

電
の

発
生

に
つ

い
て

女
川

発
電

所
1号

東
通

発
電

所
1号

【
東

日
本

大
震

災
関

連
】

東
北

地
方

太
平

洋
沖

地
震

（
余

震
）

に
よ

る
外

部
電

源
喪

失
に

伴
う

運
転

上
の

制
限

逸
脱

東
海

第
二

発
電

所

敦
賀

発
電

所
1号

美
浜

発
電

所
3号

63 12 139 10 117 85

志
賀

原
子

力
発

電
所

１
号

機
　

27
5k

V 
志

賀
原

子
力

線
１

号
線

の
断

路
器

不
具

合
に

つ
い

て

　
※

原
子

力
施

設
情

報
公

開
ラ

イ
ブ

ラ
リ

ー
（

ニ
ュ

ー
シ

ア
）

登
録

情
報

か
ら

、
「

ガ
ス

絶
縁

開
閉

装
置

」
、

「
断

路
器

」
お

よ
び

「
外

部
電

源
　

　
喪

失
（

信
号

含
む

）
に

伴
う

デ
ィ

ー
ゼ

ル
発

電
機

起
動

」
に

係
る

件
名

か
ら

、
「

ト
ラ

ブ
ル

情
報

」
お

よ
び

「
保

全
品

質
情

報
」

を
抽

出

所
内

交
流

電
源

系

所
内

交
流

電
源

系

所
内

交
流

電
源

系

送
受

電
系

統
平

成
17

年
 1

2月
 1

5日
送

電
線

事
故

に
伴

う
一

時
的

な
受

電
停

止
に

つ
い

て
敦

賀
発

電
所

1号

敦
賀

発
電

所
2号

平
成

17
年

  
4月

  
6日

送
受

電
系

統
平

成
16

年
  

6月
  

3日

42
伊

方
発

電
所

1,
2号

ガ
ス

絶
縁

開
閉

装
置

（
Ｇ

Ｉ
Ｓ

）
の

不
具

合
に

つ
い

て
送

受
電

系
統

平
成

16
年

  
6月

  
3日

平
成

30
年

  
9月

  
6日

送
受

電
系

統

平
成

27
年

  
9月

 2
9日

所
内

交
流

電
源

系

1
志

賀
発

電
所

1号

 

43



要
因

分
析

図
 

事
象

発
生

す
る

現
象

調
査

項
目

調
査

・
検

討
結

果
判

定
添

付
資

料
１

４

１
．

（
１

）
ｄ

．
（

ａ
）

・
外

観
確

認

・
表

面
汚

損
分

析

・
採

取
異

物
の

分
析

・
絶

縁
操

作
軸

の
埋

金
と

可
動

接
触

子
の

嵌
合

部
に

損
耗

及
び

機
械

的
な

損
傷

（
擦

過
痕

）
が

　
見

ら
れ

た
。

・
短

絡
が

発
生

し
た

絶
縁

操
作

軸
の

表
面

汚
損

分
析

を
し

た
結

果
、

絶
縁

操
作

軸
の

埋
金

と
可

動
接

　
触

子
に

使
用

さ
れ

て
い

る
金

属
成

分
（

ア
ル

ミ
合

金
、

銅
）

が
検

出
さ

れ
た

。
・

タ
ン

ク
内

の
採

取
物

か
ら

短
絡

に
よ

る
溶

融
金

属
以

外
に

箔
状

の
金

属
が

採
取

さ
れ

た
。

分
析

し
　

た
結

果
、

ア
ル

ミ
合

金
、

銅
が

検
出

さ
れ

た
。

△

１
．

（
１

）
ｅ

．
（

ａ
）

１
．

（
２

）
ａ

．
（

ａ
）

１
．

（
１

）
ｅ

．
（

ｂ
）

１
．

（
２

）
ａ

．
（

ｂ
）

１
．

（
１

）
ｅ

．
（

ｃ
）

１
．

（
２

）
ａ

．
（

ｃ
）

要
因

絶
縁

操
作

軸
相

間
短

絡

異
物

が
付

着
し

て
絶

縁
操

作
軸

な
ど

に
付

着
す

る
と

電
界

異
常

、
絶

縁
性

能
異

常
と

な
り

、
相

間
短

絡
に

至
る

可
能

性
が

あ
る

。

異
常

電
圧

の
侵

入
雷

な
ど

の
過

大
な

異
常

電
圧

の
侵

入
が

あ
る

と
、

相
間

短
絡

に
至

る
可

能
性

が
あ

る
。

断
路

器
の

電
界

設
計

に
不

備
が

あ
る

と
、

電
界

異
常

と
な

り
、

相
間

短
絡

に
至

る
可

能
性

が
あ

る
。

構
成

部
品

に
製

造
上

の
形

状
異

常
が

あ
る

と
、

電
界

異
常

と
な

り
、

相
間

短
絡

に
至

る
可

能
性

が
あ

る
。

絶
縁

設
計

不
良

電
界

設
計

不
良

電
界

異
常

異
物

の
付

着
絶

縁
性

能
異

常

変
形

・
損

傷

・
寸

法
測

定
・

部
品

の
寸

法
測

定
を

実
施

し
、

寸
法

公
差

内
で

あ
る

こ
と

を
確

認
し

た
。

×

製
造

不
良

断
路

器
の

構
成

部
品

に
過

大
な

外
力

が
加

わ
り

、
変

形
・

損
傷

す
る

と
、

電
界

異
常

と
な

り
、

相
間

短
絡

に
至

る
可

能
性

が
あ

る
。

・
外

観
確

認

・
寸

法
測

定

・
絶

縁
操

作
軸

の
埋

金
と

可
動

接
触

子
の

嵌
合

部
に

損
耗

及
び

機
械

的
な

損
傷

（
擦

過
痕

）
が

　
見

ら
れ

た
が

、
電

界
設

計
に

影
響

を
及

ぼ
す

よ
う

な
損

傷
で

な
い

こ
と

を
確

認
し

た
。

・
部

品
の

寸
法

測
定

を
実

施
し

、
寸

法
公

差
内

で
あ

る
こ

と
を

確
認

し
た

。

１
．

（
２

）
ｄ

．
（

ａ
）

１
．

（
２

）
ｄ

．
（

ｂ
）

１
．

（
２

）
ｄ

．
（

ｃ
）

Ｓ
Ｆ

６
ガ

ス
異

常

１
．

（
２

）
ｃ

．
（

ａ
）

１
．

（
２

）
ｃ

．
（

ｂ
）

１
．

（
２

）
ｂ

．
（

ａ
）

１
．

（
２

）
ｂ

．
（

ｂ
）

絶
縁

操
作

軸
の

絶
縁

設
計

に
不

備
が

あ
る

と
、

絶
縁

が
破

壊
さ

れ
、

相
間

短
絡

に
至

る
可

能
性

が
あ

る
。

・
電

界
／

絶
縁

設
計

確
認

・
工

場
試

験
報

告
書

確
認

・
電

界
計

算
に

よ
り

電
界

／
絶

縁
設

計
の

妥
当

性
を

確
認

し
た

。
・

J
E
C
に

基
づ

い
た

耐
電

圧
性

能
検

証
試

験
に

合
格

し
て

い
る

こ
と

を
確

認
し

た
。

× ×

絶
縁

材
料

不
良

ガ
ス

圧
力

・
純

度
が

低
下

、
規

定
値

以
上

の
水

分
が

混
入

す
る

と
、

絶
縁

性
能

が
低

下
し

相
間

短
絡

に
至

る
可

能
性

が
あ

る
。

・
ガ

ス
圧

力
確

認
・

ガ
ス

純
度

測
定

・
ガ

ス
中

水
分

測
定

・
現

地
開

放
前

に
ガ

ス
圧

力
を

確
認

し
た

と
こ

ろ
、

規
定

値
以

上
で

あ
る

こ
と

を
確

認
し

た
。

・
現

地
に

て
採

取
し

た
サ

ン
プ

リ
ン

グ
ガ

ス
を

分
析

し
た

結
果

、
S
F
6
ガ

ス
純

度
は

9
9
.
1
%
で

　
管

理
値

(
9
7
%
以

上
)
を

満
足

す
る

こ
と

を
確

認
し

た
。

・
現

地
に

て
採

取
し

た
サ

ン
プ

リ
ン

グ
ガ

ス
を

分
析

し
た

結
果

、
S
F
6
ガ

ス
の

水
分

量
は

1
2
7
p
p
m
で

　
管

理
値

(
1
5
0
p
p
m
以

下
)
を

満
足

す
る

こ
と

を
確

認
し

た
。

絶
縁

操
作

軸
に

材
料

不
良

が
あ

る
と

、
絶

縁
性

能
が

低
下

し
、

相
間

短
絡

に
至

る
可

能
性

が
あ

る
。

・
寸

法
測

定
・

外
観

確
認

・
絶

縁
操

作
軸

の
寸

法
測

定
を

実
施

し
、

寸
法

公
差

内
で

あ
る

こ
と

を
確

認
し

た
。

・
絶

縁
操

作
軸

の
外

観
確

認
を

実
施

し
た

結
果

、
絶

縁
操

作
軸

表
面

で
短

絡
が

発
生

し
て

お
り

、
　

内
部

短
絡

に
よ

っ
て

発
生

す
る

亀
裂

が
な

い
こ

と
か

ら
、

材
料

の
絶

縁
不

良
に

よ
る

短
絡

は
　

発
生

し
て

い
な

い
こ

と
を

確
認

し
た

。
×

×
：

不
具

合
要

因
の

可
能

性
が

考
え

ら
れ

な
い

も
の

△
：

不
具

合
要

因
の

可
能

性
は

否
定

で
き

な
い

も
の

○
：

不
具

合
要

因
の

可
能

性
が

考
え

ら
れ

る
も

の

・
電

界
／

絶
縁

設
計

確
認

・
工

場
試

験
報

告
書

確
認

・
電

界
計

算
に

よ
り

電
界

／
絶

縁
設

計
の

妥
当

性
を

確
認

し
た

。
・

J
E
C
に

基
づ

い
た

耐
電

圧
性

能
検

証
試

験
に

合
格

し
て

い
る

こ
と

を
確

認
し

た
。

×

１
．

（
１

）
ａ

．
（

ａ
）

１
．

（
１

）
ａ

．
（

ｂ
）

×

１
．

（
１

）
ｃ

．
（

ａ
）

１
．

（
１

）
ｃ

．
（

ｂ
）

１
．

（
１

）
ｂ

．
（

ａ
）

・
雷

撃
履

歴
確

認
・

事
故

時
の

オ
シ

ロ
、

避
雷

器
の

動
作

状
況

を
確

認
し

、
雷

サ
ー

ジ
等

の
異

常
電

圧
の

侵
入

が
　

な
か

っ
た

こ
と

を
確

認
し

た
。

×
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事
象

発
生

す
る

現
象

調
査

項
目

調
査

・
検

討
結

果
判

定
添

付
資

料
１

４

製
造

不
良

に
よ

る
強

度
不

足

設
計

強
度

不
足

組
立

不
良

に
よ

る
強

度
不

足

熱
に

よ
る

溶
損

嵌
合

部
周

辺
か

ら
の

熱
影

響

操
作

装
置

（
電

動
機

）
か

ら
の

過
大

応
力

ギ
ャ

ッ
プ

放
電

に
よ

る
発

熱

・
製

造
履

歴
を

確
認

し
た

結
果

、
組

立
状

態
の

異
常

は
認

め
ら

れ
な

か
っ

た
。

・
外

観
を

確
認

し
、

組
立

状
態

の
異

常
は

認
め

ら
れ

な
か

っ
た

。
・

製
造

履
歴

確
認

・
外

観
確

認

・
製

造
履

歴
を

確
認

し
た

結
果

、
製

造
時

の
異

常
は

認
め

ら
れ

な
か

っ
た

。
・

当
該

断
路

器
に

つ
い

て
、

事
象

発
生

ま
で

の
操

作
履

歴
を

確
認

し
た

結
果

、
操

作
装

置
の

　
モ

ー
タ

過
電

流
警

報
発

生
等

の
異

常
履

歴
が

無
い

こ
と

を
確

認
し

た
。

・
操

作
装

置
を

取
付

け
て

開
閉

特
性

を
測

定
し

た
結

果
、

動
作

時
間

お
よ

び
操

作
電

流
が

管
理

値
　

内
で

あ
る

こ
と

を
確

認
し

た
。

電
動

機
か

ら
通

常
の

操
作

荷
重

を
超

え
る

異
常

操
作

荷
重

が
印

加
さ

れ
る

と
、

嵌
合

部
が

損
傷

に
至

る
可

能
性

が
あ

る
。

・
製

造
履

歴
確

認
・

開
閉

操
作

状
況

確
認

・
操

作
装

置
特

性
確

認

絶
縁

操
作

軸
の

埋
金

と
可

動
接

触
子

の
嵌

合
部

損
耗

機
械

的
な

摩
耗

×
：

不
具

合
要

因
の

可
能

性
が

考
え

ら
れ

な
い

も
の

△
：

不
具

合
要

因
の

可
能

性
は

否
定

で
き

な
い

も
の

○
：

不
具

合
要

因
の

可
能

性
が

考
え

ら
れ

る
も

の

要
因

２
．

（
１

）
ｂ

．
（

ａ
）

２
．

（
１

）
ｂ

．
（

ｂ
）

２
．

（
１

）
ｂ

．
（

ｃ
）

２
．

（
１

）
ｂ

．
（

ｄ
）

×

２
．

（
１

）
ａ

．
（

ａ
）

２
．

（
１

）
ａ

．
（

ｂ
）

２
．

（
１

）
ｃ

．
（

ａ
）

２
．

（
１

）
ｃ

．
（

ｂ
）

２
．

（
１

）
ｄ

．
（

ａ
）

２
．

（
１

）
ｄ

．
（

ｂ
）

２
．

（
１

）
ｄ

．
（

ｃ
）

× × ×

絶
縁

操
作

軸
ま

た
は

可
動

接
触

子
の

嵌
合

部
に

設
計

的
な

強
度

不
足

が
あ

れ
ば

、
動

作
時

の
荷

重
に

よ
り

嵌
合

部
が

損
傷

に
至

る
可

能
性

が
あ

る
。

・
工

場
試

験
報

告
書

確
認

・
設

計
強

度
評

価

・
J
E
C
の

試
験

方
法

に
基

づ
く

1
0
,
0
0
0
回

連
続

開
閉

試
験

に
合

格
し

て
お

り
、

設
計

上
の

機
械

　
強

度
に

問
題

が
な

い
こ

と
を

確
認

し
た

。
・

嵌
合

部
の

機
械

強
度

は
、

最
大

公
差

で
の

隙
間

、
実

嵌
合

長
さ

に
お

い
て

も
通

常
動

作
時

お
よ

び
　

拘
束

時
に

想
定

さ
れ

る
荷

重
に

対
し

て
十

分
な

設
計

強
度

を
有

し
て

い
る

こ
と

を
確

認
し

た
。

絶
縁

操
作

軸
ま

た
は

可
動

接
触

子
の

加
工

・
材

料
不

良
が

あ
れ

ば
、

動
作

荷
重

に
対

す
る

嵌
合

部
の

強
度

が
不

足
と

な
り

、
損

傷
に

至
る

可
能

性
が

あ
る

。

・
製

造
履

歴
確

認
・

材
料

分
析

・
硬

度
測

定

・
寸

法
測

定

・
製

造
時

の
加

工
寸

法
は

寸
法

公
差

内
で

あ
る

こ
と

を
確

認
し

た
。

・
絶

縁
操

作
軸

の
上

部
埋

金
お

よ
び

可
動

接
触

子
の

材
料

分
析

を
行

い
、

設
計

通
り

の
材

料
が

　
使

わ
れ

て
い

る
こ

と
を

確
認

し
た

。
・

絶
縁

操
作

軸
の

埋
金

お
よ

び
可

動
接

触
子

の
硬

度
測

定
の

結
果

、
規

格
値

以
上

で
あ

る
こ

と
を

　
確

認
し

た
。

・
絶

縁
操

作
軸

の
上

部
埋

金
の

健
全

部
の

セ
レ

ー
シ

ョ
ン

加
工

寸
法

を
測

定
し

た
結

果
、

問
題

が
　

な
い

こ
と

を
確

認
し

た
。

絶
縁

操
作

軸
と

可
動

接
触

子
の

部
品

間
違

い
、

取
付

方
向

間
違

い
、

取
付

位
置

不
良

が
あ

れ
ば

、
動

作
時

の
荷

重
の

増
大

、
嵌

合
部

の
強

度
不

足
と

な
り

、
損

傷
に

至
る

可
能

性
が

あ
る

。

２
．
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２
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ｂ

．
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ａ
）

２
．

（
２
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．
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ｂ
）

２
．

（
２

）
ｂ

．
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ｃ
）

２
．

（
２

）
ｂ

．
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ｄ
）

２
．

（
２

）
ｂ

．
（

ｅ
）

×

絶
縁

操
作

軸
埋

金
と

可
動

接
触

子
の

嵌
合

部
が

非
接

触
状

態
と

な
り

、
そ

の
状

態
が

継
続

す
る

と
嵌

合
部

で
放

電
が

発
生

し
て

溶
損

す
る

可
能

性
が

あ
る

。

・
外

観
確

認

・
表

面
観

察

・
嵌

合
部

の
非

接
触

状
態

　
継

続
有

無
確

認

・
嵌

合
部

の
放

電
有

無
の

　
確

認
・

放
電

に
よ

る
溶

融
時

間
　

計
算

・
嵌

合
部

は
、

機
械

的
に

損
傷

し
な

い
谷

間
（

全
２

４
か

所
）

を
含

め
均

一
に

損
耗

し
て

お
り

、
　

山
径

、
谷

径
と

も
に

健
全

部
よ

り
小

さ
く

な
っ

て
い

る
こ

と
を

確
認

し
た

。
・

電
子

顕
微

鏡
（

Ｓ
Ｅ

Ｍ
）

を
用

い
て

損
耗

部
を

確
認

し
た

と
こ

ろ
、

金
属

溶
融

し
て

い
る

様
相

　
が

確
認

さ
れ

た
。

・
操

作
装

置
に

よ
っ

て
駆

動
し

た
と

こ
ろ

、
設

計
上

考
慮

し
て

い
な

い
停

止
後

の
非

接
触

状
態

が
　

発
生

す
る

こ
と

を
確

認
し

た
。

ま
た

、
手

動
で

絶
縁

操
作

軸
及

び
可

動
接

触
子

を
動

か
す

こ
と

　
に

よ
っ

て
、

非
接

触
状

態
を

継
続

さ
せ

る
こ

と
が

で
き

る
こ

と
を

確
認

し
た

。
・

嵌
合

部
を

非
接

触
に

し
た

状
態

で
運

転
電

圧
を

か
け

た
と

こ
ろ

、
嵌

合
部

で
部

分
放

電
の

　
発

生
が

確
認

さ
れ

た
。

・
放

電
が

継
続

し
た

場
合

に
、

今
回

の
事

象
と

同
等

の
損

耗
に

か
か

る
時

間
を

解
析

し
た

結
果

、
　

２
０

０
日

程
度

で
あ

っ
た

。

△

・
嵌

合
部

は
、

機
械

的
に

損
傷

し
な

い
谷

間
（

全
２

４
か

所
）

を
含

め
均

一
に

損
耗

し
て

お
り

、
　

山
径

、
谷

径
と

も
に

健
全

部
よ

り
小

さ
く

な
っ

て
い

る
こ

と
を

確
認

し
た

。
ま

た
、

嵌
合

部
に

　
熱

的
影

響
を

与
え

る
と

考
え

ら
れ

る
近

隣
部

位
に

は
、

異
常

は
認

め
ら

れ
な

か
っ

た
。

・
電

子
顕

微
鏡

（
Ｓ

Ｅ
Ｍ

）
を

用
い

て
損

耗
部

を
確

認
し

た
と

こ
ろ

、
金

属
溶

融
し

て
い

る
　

様
相

が
確

認
さ

れ
た

。
・

製
造

履
歴

を
確

認
し

た
結

果
、

主
回

路
抵

抗
値

は
管

理
値

内
で

あ
っ

た
こ

と
か

ら
、

嵌
合

部
　

付
近

で
通

電
に

よ
る

異
常

な
発

熱
は

な
い

こ
と

を
確

認
し

た
。
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）
ａ

．
（

ａ
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２
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（
２

）
ａ

．
（

ｂ
）

２
．
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２

）
ａ

．
（

ｃ
）

・
外

観
確

認

・
表

面
観

察

・
製

造
履

歴
確

認

他
の

部
位

の
発

熱
に

よ
り

、
絶

縁
操

作
軸

と
可

動
接

触
子

の
嵌

合
部

の
温

度
が

上
昇

し
、

溶
損

す
る

可
能

性
が

あ
る

。

 

図
２
 
絶
縁
操
作
軸
の
埋
金
と
可
動
接
触
子
の
嵌
合
部
損
耗
 
要
因
分
析
図

 

45



添付資料－１４ 

詳細調査結果 

 

１．絶縁操作軸相間短絡 

（１）電界異常 

ａ．電界設計不良 

（ａ）電界・絶縁設計確認 

Ｖ相－Ｗ相間絶縁操作軸近傍（絶縁物沿面）の電界設計が、設計基準電

界を下回っており、電界・絶縁設計が妥当であることを確認した。 

 

表１ 絶縁操作軸近傍（絶縁物沿面）の電界解析結果 

電界値（kV/mm） 2.1 

設計基準電界（kV/mm） 2.5 

 

（ｂ）工場試験報告書確認 

当該断路器について、製作時にＪＥＣに基づく耐電圧試験を実施し、合

格していることを確認した。 

 

表２ 工場試験結果 

試験項目 結果 

商用周波耐電圧試験  

短時間商用周波耐電圧試験 

長時間商用周波耐電圧試験  

良 

雷インパルス耐電圧試験 良 
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ｂ．製造不良 

可動接触子および絶縁操作軸の寸法測定を実施し、寸法公差内であること

を確認した。 

 

（ａ）寸法測定 

・可動接触子 

 

（単位：mm） 

符号 A φB φC φD E F G H 

   図面寸法 

    (公差) 

相 

 

±0.3 
 

±0.8 
0 

-0.08 

0 

-0.1 

 

±0.2 
 

±0.1 
 

±0.5 
 

±1.2 

U 相 0 0.25 0 -0.05 0.07 0.05 0.33 -1.20 

V 相 0.05 0.04 -0.05 -0.05 0.05 0.05 -0.11 -1.18 

W 相 -0.05 0.28 -0.05 -0.05 0.02 -0.05 0.48 -1.20 

 

・絶縁操作軸（相間） 

 

（単位：mm） 

符号 A φB φC φD φE 

図面寸法 

  (公差) 

相 

 

±0.5 
-0.040 

-0.092 

-0.040 

-0.092 

 

±0.5 
 

±0.5 

U 相-W 相 -0.48 -0.07 -0.07 0.30 0.10 

W 相-V 相 -0.50 -0.07 -0.07 0.10 0 
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・相間寸法 

 

（単位：mm） 

測定箇所 公差 測定値 

① 固定側相間寸法（V-W間） ±3 -0.03 

② 可動側相間寸法（V-W間） ±3 +0.8 

 

  

②①
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ｃ．変形・損傷 

（ａ）外観確認 

外観確認を行った結果、以下の構成品に変形・損傷があることを確認し

た。また、これ以外の構成品については、異常は認められなかった。 

 

・可動接触子 

Ｖ相可動接触子の嵌合部（２４山）の状態を観察した結果、Ｖ相－Ｗ相

間絶縁操作軸挿入側の全箇所において、山径、谷径ともに健全部より損耗

している様相を確認した。また、一部の山について、擦過痕を確認した。 

損耗部 損耗部

Ｖ相－Ｗ相間絶縁操作軸挿入側を観察

 

図１ 可動接触子の外観確認結果 
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・
絶
縁
操
作
軸
 

Ｖ
相
－
Ｗ
相
間
絶
縁
操
作
軸
の
上
部
埋

金
の
嵌
合
部
（
２
４
山
）
の
状
態
を
観
察
し
た
結
果
、
全
箇
所
に

お
い
て
、
山
径
、
谷
径
と
も
健
全
部
よ
り
損
耗

し
て
い
る
様
相
を
確
認
し
た
。
ま
た
、
絶

縁
体
材
料
部
に
は
短
絡
痕
跡
が
見
ら
れ
た
が
、
亀
裂
等
の
異
常
は
認
め
ら
れ
な
か
っ
た
。
 

観
察
箇
所
（
Ｗ
相
側
）
 

観
察
箇
所
（
Ｖ
相
側
）
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

図
２
 
絶
縁
操
作
軸
埋
金
の
外
観
確
認
結
果

観
察
箇
所
 

（
V
相
側
）
 

①
 

③
 

観
察
箇
所
 

（
W
相
側
）
 

①
 

③
 

損
耗
部
 

健
全
部
 

損
耗
部
 

健
全
部
 

Ｖ
相

－
Ｗ

相
間

絶
縁
操

作
軸
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（ｂ）寸法測定 

外観確認にて異常のあったＶ相可動接触子およびＶ相－Ｗ相間絶縁操

作軸の埋金について、健全な嵌合部（写真①のＡ部）のセレーション加工

寸法を測定した結果、寸法公差内であることを確認した。 

 

・可動接触子 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

測定箇所 公差（mm） 
測定結果（mm） 

健全部 ※１ 損耗部 ※２ 

a-m 
+0.088/+0.046 

+0.084 +0.494 

f-r +0.064 +0.474 

※１：外側端部より 1mm内側を測定 

※２：Ｗ相側端部より 1mm内側を測定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 

健全部（Ａ） 損耗部 

① 

損耗部 健全部 

外側 

Ｗ相側 

① ② 
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・絶縁操作軸 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

測定

部 

山―山間 谷―谷間 

公差 

（mm） 

測定結果（mm） 公差 

（mm） 

測定結果（mm） 

健全部 ※１ 損耗部 ※２ 健全部 ※１ 損耗部 ※２ 

1-13 

+0/-0.1 

-0.07 -1.21 

±0.5 

0.02 -0.60 

2-14 -0.08 -1.16 0.00 -0.62 

3-15 -0.07 -1.10 -0.01 -0.62 

4-16 -0.07 -1.11 0.00 -0.55 

5-17 -0.07 -1.12 0.00 -0.52 

6-18 -0.08 -1.11 -0.01 -0.51 

7-19 -0.04 -1.12 -0.01 -0.54 

8-20 -0.07 -1.11 -0.01 -0.52 

9-21 -0.07 -1.14 -0.01 -0.49 

10-22 -0.07 -1.18 -0.01 -0.47 

11-23 -0.05 -1.12 0.00 -0.45 

12-24 -0.07 -1.22 0.00 -0.52 

※１：端部より 7mm内側を測定 

※２：端部より 1mm内側を測定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

損耗部測定箇所 

Ｖ相側 

健全部測定箇所 

Ｗ相側 

1 
4 

8 

12 
16 

20 

24 
端部 7mm 

1mm 
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ｄ．異常電圧の侵入 

（ａ）雷撃履歴確認 

相間短絡発生時の電圧波形について確認し、自動オシロ装置の測定結果

から、雷撃によるサージ電圧は確認されなかった。また、ガス絶縁開閉装

置避雷器の動作も確認されなかった。 

 

 

青枠
緑枠

①

測 定 箇 所

１８７ｋV甲母線電圧 Ｕ相電圧

１８７ｋV甲母線電圧 Ｖ相電圧

１８７ｋV甲母線電圧 Ｗ相電圧

１８７ｋV甲母線電圧 ＵＶ線間電圧

１８７ｋV甲母線電圧 ＶＷ線間電圧

１８７ｋV甲母線電圧 ＷＵ線間電圧

（凡例）

二相短絡

二相地絡

三相地絡

事象発生事象発生前

 

図３ 自動オシロ装置測定結果 
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ｅ．異物の付着 

（ａ）外観確認 

「１．（１）ｃ．（ａ）外観確認」のとおり、問題なかった。 

 

（ｂ）表面汚損分析 

絶縁操作軸の表面汚損分析を行った結果を表３に示す。短絡があったＶ

相－Ｗ相間絶縁操作軸については、Ｗ相－Ｕ相間絶縁操作軸に比べて絶縁

操作軸の埋金と可動接触子に使用されている金属成分であるＡｌおよび

ＣｕならびにＳＦ６ガスの分解によって発生するＦの成分を顕著に検出し

た。 

 

表３ 表面汚損分析結果 

試料

試験項目

ｐＨ ４．２８ ４．２８

電導度 （μｓ／ｃｍ） １１．９４ ５．５０

等価塩分汚損密度 （ｍｇ／ｃｍ２） ０．００６１ ０．００１５

Ｆ－ （μｇ／ｃｍ２） ４．０４ ０．８１

Ｃｌ－ （μｇ／ｃｍ２） ０．０６ ０．０８

ＮＯ３
－

（μｇ／ｃｍ２） ０．０２ ０．０１

ＳＯ４
２－

（μｇ／ｃｍ２） ０．１１ ０．０２

Ｆｅ２＋、３＋ （μｇ／ｃｍ２） ０．０１ ＜０．０１

Ｃｕ２＋ （μｇ／ｃｍ２） ３．２２ ０．２１

Ｚｎ２＋ （μｇ／ｃｍ２） ０．０６ ０．０１

Ｃａ２＋ （μｇ／ｃｍ２） ０．２１ ０．０６

Ｍｇ２＋ （μｇ／ｃｍ２） ０．１２ ０．０２

Ａｌ３＋ （μｇ／ｃｍ２） ６．７２ ０．６０

Ｓｉ２＋、４＋ （μｇ／ｃｍ２） ０．０３ ０．０１

Ａｇ＋ （μｇ／ｃｍ２） ＜０．０２ ＜０．０１

Ｍｎ２＋ （μｇ／ｃｍ２） ０．０３ ＜０．０１

Ｗ６＋ （μｇ／ｃｍ２） ０．０８ ＜０．０１

Ｎａ＋ （μｇ／ｃｍ２） ０．０７ ０．０３

Ｋ＋ （μｇ／ｃｍ２） ０．０７ ０．０３

Ｖ相－Ｗ相間
絶縁操作軸

Ｗ相－Ｕ相間
絶縁操作軸
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（ｃ）採取異物の分析 

タンク内の採取物から、短絡による溶融金属以外に箔状の金属が採取さ

れた。当該金属を分析した結果、絶縁操作軸の埋金および可動接触子に使

用されている金属（アルミ合金、銅）であった。 

 

表４ 採取物の観察結果 

採取物全景 フッ素化合物を除去した採取物 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

箔状の金属 

5mm
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（２）絶縁性能異常 

ａ．異物の付着 

（ａ）外観確認 

「１．（１）ｅ．（ａ）外観確認」のとおり、問題なかった。 

（ｂ）表面汚損分析 

「１．（１）ｅ．（ｂ）表面汚損分析」のとおり、絶縁操作軸の埋金およ

び可動接触子に使用されているＡｌおよびＣｕならびにＳＦ６ガスの分解

によって発生するＦの成分が顕著に検出された。 

（ｃ）採取異物の分析 

「１．（１）ｅ．（ｃ）採取異物の分析」のとおり、タンク内の採取物か

ら、絶縁操作軸の埋金および可動接触子に使用されている金属（アルミ合

金、銅）が採取された。 

 

ｂ．絶縁設計不良 

（ａ）電界・絶縁設計 

「１．（１）ａ．（ａ）電界・絶縁設計確認」のとおり、問題なかった。 

（ｂ）工場試験報告書確認 

「１．（１）ａ．（ｂ）工場試験報告書確認」のとおり、問題なかった。 

 

ｃ．絶縁材料不良 

（ａ）寸法測定 

「１．（１）ｂ．（ａ）寸法測定」のとおり、問題なかった。 

（ｂ）外観確認 

「１．（１）ｃ．（ａ）外観確認」のとおり、絶縁操作軸に亀裂等は発生

しておらず絶縁材料に異常は認められなかった。 

 

ｄ．ＳＦ６ガス異常 

（ａ）ガス圧力確認 

添付資料－８「２．ガス圧力の確認」のとおり、全て管理値以上であり、

異常はなかった。 

 

（ｂ）ガス純度測定 

現地にて採取したサンプリングガスを分析した結果、ＳＦ６ガス純度は、  

９９．１％であり、規定値（９７％以上）を満足することを確認した。 

 

（ｃ）ガス中水分測定 

現地にて採取したサンプリングガスを分析した結果、ＳＦ６ガスの水分

量は１２７ｐｐｍであり、管理値（１５０ｐｐｍ以下）を満足することを

確認した。 
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２．絶縁操作軸の埋金と可動接触子の嵌合部損耗 

（１）機械的な摩耗 

ａ．設計強度の確認 

（ａ）工場試験報告書確認 

当該断路器について、ＪＥＣに基づく、１，０００回の連続開閉試験を

実施し、合格していることを確認した。 

また、メーカとして自主的に１０，０００回の開閉試験を実施し、合格

していることを確認した。 

 

表５ 連続開閉試験 

操作方式 
制御電圧 

の条件 
開閉回数 判定 

電気操作 

定格値 900回 良 

最高値 50回 良 

最低値 50回 良 

 

（ｂ）設計強度評価 

当該断路器の絶縁操作軸の埋金および可動接触子の嵌合部について、最

大公差での隙間および実嵌合長さにおける、通常動作時および拘束時に想

定される荷重に対して、十分な設計強度を有していることを確認した。 

 

表６ 最大公差での隙間および実嵌合長さでの強度評価結果 

部位 

 

動作 

可動接触子 絶縁操作軸の埋金 

曲げ破壊 

応力(MPa) 

発生曲げ 

応力(MPa) 
裕度 ※ 

曲げ破壊 

応力(MPa) 

発生曲げ 

応力(MPa) 
裕度 ※ 

通常動作時 

235 

12.1 19.4 

456 

12.1 37.7 

拘束時 56.6 4.2 56.6 8.1 

  ※曲げ破壊応力の発生曲げ応力に対する裕度 

 

ｂ．製造状態の確認 

（ａ）製造履歴確認 

添付資料－１１「１．製造履歴調査結果」から、製造状態の異常は認め

られなかった。 
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（ｂ）材料分析 

絶縁操作軸の上部埋金および可動接触子の材料分析を行い、設計通りの

材料が使われていることを確認した。 

 

（ｃ）硬度測定 

硬度測定の結果、規格値（絶縁操作軸の埋金：74.8HRB、可動接触子：

43HRB）以上であることを確認した。 

 

（ｄ）寸法測定 

「１．（１）ｃ．（ｂ）寸法測定」のとおり、製造状態の異常は認められ

なかった。 

 

 

ｃ．組立状態の確認 

（ａ）製造履歴確認 

添付資料－１１「１．製造履歴調査結果」から、組立状態の異常は認め

られなかった。 

 

（ｂ）外観確認 

外観を確認した結果、組立状態の異常は認められなかった。 

 

 

ｄ．操作装置（電動機）からの応力確認 

（ａ）製造履歴確認 

添付資料－１１「１．製造履歴調査結果」から、製造履歴の異常は認め

られなかった。 

 

（ｂ）開閉操作状況確認 

当該断路器について、事象発生までの開閉操作履歴を確認した結果、操

作装置のモータ過電流警報発生などの異常履歴がないことを確認した。 

 

（ｃ）操作装置特性確認 

事象発生後の詳細調査において、開閉時間および操作電流が管理値内で

あること、製造時から有意な差がないことを確認した。 
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（２）熱による溶損 

ａ．嵌合部周辺からの熱影響の確認 

（ａ）外観確認 

「１．（１）ｃ．（ｂ）寸法測定」のとおり、嵌合部は、機械的に損傷し

ない谷間（全２４か所）を含め、均一に損耗しており、山径、谷径ともに

健全部より小さくなっていることを確認した。また、嵌合部に熱影響を与

えると考えられる近隣部位には、異常は見られなかった。 

 

（ｂ）表面観察 

Ｖ相－Ｗ相間絶縁操作軸の上部埋金とＶ相可動接触子の嵌合部につい

て、電子顕微鏡（ＳＥＭ）による表面観察を行ったところ、熱による金属

溶融の様相を確認した。観察結果を表７に示す。 

 

（ｃ）製造履歴確認 

添付資料－１１「１．製造履歴調査結果」より、主回路抵抗値は管理値

内であり、嵌合部付近で通電による異常な発熱はないことを確認した。 

 

 

ｂ．ギャップ放電による発熱の確認 

（ａ）外観確認 

「１．（１）ｃ．（ｂ）寸法測定」のとおり、嵌合部は、機械的に損傷し

ない谷間（全２４か所）を含め、均一に損耗しており、山径、谷径ともに

健全部より小さくなっていることを確認した。 

 

（ｂ）表面観察 

「２．（２）ａ．（ｂ）表面観察」のとおり、熱による金属溶融の様相を

確認した。 
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２
／
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（ｃ）嵌合部の非接触状態継続有無確認 

設計上、嵌合部をセレーション構造としていることから、動作開始直後

と動作停止直前は絶縁操作軸の上部埋金と可動接触子の嵌合部が瞬間的

に非接触となる場合があるが、瞬間的な非接触では放電は発生しない。動

作停止後に非接触状態が継続した場合、嵌合部の隙間で放電現象が発生す

る可能性があることから、当該断路器と同型式の断路器を用いて、絶縁操

作軸の上部埋金と可動接触子の非接触状態の継続有無について確認した。

断路器の投入、開放動作機構について図４に示す。 

 

V相

W相

可動接触子

導体（送電線側）

U相

埋金

絶縁操作軸

導体（送電線側） 固定接触子

開放

投入

投入開放

操作装置

埋金

可動接触子

絶縁操作軸

可動接触子

固定接触子
開放

投入

絶縁操作軸

図４ 断路器の動作機構 
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ⅰ．操作装置による非接触状態継続有無の確認（通常） 

運転時同様の操作装置を用いて絶縁操作軸および可動接触子を動作

させ、非接触状態の継続有無を確認する試験を１，０００回実施した。

試験の結果、以下に示す挙動となることを確認した。その結果の一例を

図５に示す。動作中は瞬間的な非接触状態が発生するが、１ｍｓ程度の

瞬間的な非接触状態であることから、放電が発生することはない。 

 

・絶縁操作軸の下側の嵌合部は、構造上、可動接触子が絶縁操作軸の荷

重を支えていることから常に接触状態となる。このため、動作中の瞬

間的な非接触状態については、各絶縁操作軸の上側の嵌合部で発生し、

下側の嵌合部においては発生しない。 

V相

W・U相

可動接触子

導体

（送電線側）

埋金

可動接触子

導体

（送電線側）

埋金

絶縁操作軸

埋金

埋金

可動

接触子

埋金

可動

接触子

可動接触子の荷重は、導体によって
支えられ、可動接触子の荷重を絶縁
操作軸が支えることはない。

絶縁操作軸の荷重は、可動接触
子によって支えられることから、
常に接触状態となる。

B 

A 

B 

A 

 

・同様に絶縁操作軸の荷重を可動接触子が支える（絶縁操作軸が水平方

向に配置される）構造となる断路器については、非接触状態は発生し

ない。 

V相

埋
金

W・U相

埋金

可動
接触子

自重による接触B 
埋金

可動
接触子

自重による接触

A

A B 

埋金
絶縁操作軸
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・動作開始直後は、絶縁操作軸のみが動き出し、停止時に接していた面

と逆の面に当たるまでの瞬間は、面での接触がなくなることから、各

絶縁操作軸の上側の嵌合部において瞬間的な非接触状態が発生する

場合がある。（図５中のＡ） 

①停止時

可動接触子

埋金
埋金

可動接触子

埋金

埋金

②動作開始直後 ③可動接触子

動作開始

可動接触子

埋金
埋金

接触状態 絶縁操作軸（埋金）のみが動き
出し、瞬間的に非接触状態とな

る。

埋金に押されて、

可動接触子が動作開始する。接触

・開放動作時は、動作停止直前に絶縁操作軸の速度が徐々に低下する 

のに対して、可動接触子は慣性によって速度低下が遅れるため、各

絶縁操作軸の上側の嵌合部の面が離れ、瞬間的な非接触が発生する。

（図５中のＢ） 

可動接触子

埋金

埋金

②停止直前①開閉動作中

可動接触子

埋金
埋金

埋金に押されて、可動接触子が

動作中。

埋金が減速するが、可動接触子は、
慣性によって減速が遅れ、瞬間的な

非接触状態が発生  

・一方、投入動作時は、停止直前に可動接触子が固定接触子と嵌合する

ため、可動接触子は固定接触子から反力を受け、絶縁操作軸はねじり

ひずみによる回転力が加わることから、絶縁操作軸の埋金と可動接触

子が接触した状態で停止する。（図５中のＣ） 

①投入動作後

可動接触子

埋金
埋金

固定接触子からの反力によって

接触する。

 

・前述した非接触状態は瞬間的なものであり、停止後は継続しない。 

・Ｗ相可動接触子はＶ相－Ｗ相間絶縁操作軸の荷重を受け、Ｕ相可動接

触子はＷ相－Ｕ相間絶縁操作軸の荷重を受けるのに対して、Ｖ相可動

接触子は、上部から絶縁操作軸の荷重がかからないことから摩擦力が

小さい。このためＶ相の嵌合部については、他部に比べて非接触状態

となる可能性がある。 
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動作開始 動作停止

動作開始 動作停止

Ａ Ｃ

Ｃ

①V相-W相間絶縁操作軸上側（V相嵌合部）

②V相-W相間絶縁操作軸下側（W相嵌合部）

③W相-U相間絶縁操作軸上側（W相嵌合部）

④W相-U相間絶縁操作軸下側（U相嵌合部）

絶縁操作軸ねじりひずみ（V相-W相間）

絶縁操作軸ねじりひずみ（W相-U相間）

絶縁操作軸ねじりひずみ（U相-操作装置間）

動作行程

絶縁操作軸ねじりひずみ（V相-W相間）

絶縁操作軸ねじりひずみ（W相-U相間）

絶縁操作軸ねじりひずみ（U相-操作装置間）

⑤U相-操作装置間絶縁操作軸上側（U相嵌合部）

動作行程

①V相-W相間絶縁操作軸上側（V相嵌合部）

②V相-W相間絶縁操作軸下側（W相嵌合部）

③W相-U相間絶縁操作軸上側（W相嵌合部）

④W相-U相間絶縁操作軸下側（U相嵌合部）

⑤U相-操作装置間絶縁操作軸上側（U相嵌合部）

非接触状態

ＢＡ
開放動作

投入動作

V相

W相

①V相-W相間絶縁操作軸上側

　　（V相嵌合部）

U相

②V相-W相間絶縁操作軸下側
　　（W相嵌合部）

③W相-U相間絶縁操作軸上側
　　（W相嵌合部）

④W相-U相間絶縁操作軸下側
　　（U相嵌合部）

⑤U相-操作装置間絶縁操作軸
　上側（U相嵌合部）

V相

W相

①V相-W相間絶縁操作軸上側

　　（V相嵌合部）

U相

②V相-W相間絶縁操作軸下側
　　（W相嵌合部）

③W相-U相間絶縁操作軸上側
　　（W相嵌合部）

④W相-U相間絶縁操作軸下側
　　（U相嵌合部）

⑤U相-操作装置間絶縁操作軸
　上側（U相嵌合部）

図５ 操作装置による非接触状態継続有無の確認（通常） 
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ⅱ．操作装置による非接触状態継続有無の確認（摩擦力調整） 

「ⅰ．操作装置による非接触状態継続有無の確認（通常）」のとおり、

摩擦力の違いによって非接触状態となる頻度が異なることから、可動接

触子と導体間の摩擦力を小さくして非接触状態の有無を確認する試験

を１，５００回実施した。摩擦力の調整は、可動接触子と導体間に塗布

するグリスの量を調整することによって行った。その結果の一例を図６

に示す。 

試験の結果、以下の挙動が見られた。 

 

・Ｖ相－Ｗ相間絶縁操作軸の上側の嵌合部は、動作停止直前に非接触状

態となる回数が多くなることが確認され、動作停止後にも瞬間的に非

接触状態となる状況が確認された。 

・その他の嵌合部の挙動については、変化がなかった。 

 

動作停止後の継続的な非接触状態はなかったが、動作停止後に瞬間的

であっても非接触状態が発生することがあった。これは、Ｖ相可動接触

子が動作停止直前にチャタリングし、動作停止後まで継続することによ

るものと推定した。 

動作開始 動作停止

絶縁操作軸ねじりひずみ（V相-W相間）

絶縁操作軸ねじりひずみ（W相-U相間）

絶縁操作軸ねじりひずみ（U相-操作装置間）

動作行程

開放動作

停止後に非接触

状態が発生

停止直前に

チャタリング

①V相-W相間絶縁操作軸上側（V相嵌合部）

②V相-W相間絶縁操作軸下側（W相嵌合部）

③W相-U相間絶縁操作軸上側（W相嵌合部）

④W相-U相間絶縁操作軸下側（U相嵌合部）

⑤U相-操作装置間絶縁操作軸上側（U相嵌合部）

V相

W相

①V相-W相間絶縁操作軸上側

　　（V相嵌合部）

U相

②V相-W相間絶縁操作軸下側
　　（W相嵌合部）

③W相-U相間絶縁操作軸上側
　　（W相嵌合部）

④W相-U相間絶縁操作軸下側
　　（U相嵌合部）

⑤U相-操作装置間絶縁操作軸
　上側（U相嵌合部）

図６ 操作装置による非接触状態継続有無の確認（摩擦力調整） 
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ⅲ．手動による非接触状態継続有無の確認 

「ⅱ．操作装置による非接触状態継続有無の確認（摩擦力調整）」の

結果、摩擦力を小さくすることによって可動接触子が動作停止後もチャ

タリングする場合があることを確認したが、操作装置の動作停止後も非

接触状態が継続することは確認できなかった。 

このため、開放位置から手動で絶縁操作軸または可動接触子を微調整

したところ、非接触状態が継続することが確認された。 

 

以上のことから、可動接触子が動作停止時にチャタリングするような場

合は、動作停止後も非接触状態が継続する可能性があることを確認した。 

 

 

（ｄ）嵌合部の放電有無の確認 

絶縁操作軸の埋金と可動接触子の嵌合部を「ⅲ．手動による非接触状態

継続有無の確認」と同様の方法で非接触状態とした後に、主回路に１８７

ｋＶを３０分間連続的に印加した結果、放電（部分放電）が連続的に発生

することを確認した。また、試験後に解体し、可動接触子と絶縁操作軸の

埋金の嵌合部を確認した結果、一部に白色化（フッ素化合物の付着）した

様相を確認した。 

嵌合部に隙間があった場合、当該嵌合部の電位差（波高値）は８ｋＶで

あり、一方で平等電界におけるＳＦ６ガスの火花電圧は７ｋＶであるため、

理論上も放電は発生する。 

また、本試験の結果から、嵌合部の部分放電の有無は、部分放電診断に

よって検知できるレベルであることを確認した。また、部分放電によって

嵌合部が損耗している場合は、フッ素化合物が落下することから、開放点

検時にフッ素化合物の有無を確認することが有用であることが分かった。 

 

表８ 部分放電の試験条件 

項 目 条 件 

印加電圧 交流１８７ｋＶ ｒｍｓ※ 

断路器状態 開放 

ガス圧力 ＳＦ６ガス０．６ＭＰａ 

※ｒｍｓ：実効値 
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図７ １８７ｋＶ部分放電測定データ 

  

図８ 放電試験後 解体品の確認結果 

 

V相-W相間静電容量Ｃ２

嵌合部隙間の静電容量Ｃ１

嵌合部隙間の電位差ΔE

等価回路

Ｗ相の電圧：EＷ

V相-W相間絶縁操作軸
上部埋金の誘起電圧：E1

Ｃ１

Ｃ２

ＥV－ＥＷ

=187kVrms

ＥV

ＥＷ

Ｅ１

ΔＥ

V相の電圧：EV

図９ 等価回路 

印加電圧の位相信号 

部分放電の様相 
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（ｅ）放電による溶融時間計算 

可動接触子と絶縁操作軸の埋金の嵌合部に放電が継続した場合に、今回

の事象と同等の損耗にかかる時間を推定した結果、２００日程度であるこ

とが確認された。また、当該断路器の運転履歴を確認したところ至近に１

年以上連続で開放状態となっている実績を確認した。 
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添付資料－１５ 

断路器内部確認結果 

 

系統状態を変えずに点検可能な断路器３台（主変圧器１号乙母線断路器、起動変圧

器１号乙母線断路器および伊方南幹線１号線線路側断路器）について、現地で開放し

内部を確認した。内部の確認結果は以下に示すとおり、異常は認められなかった。 

 

１．外観確認結果 

外観確認の結果、Ｖ相－Ｗ相間絶縁操作軸の上部埋金とＶ相可動接触子の嵌合

部に放電痕跡、損耗は見られなかった。また、断路器内部を目視にて確認した結

果、導体表面やタンク底部等にフッ素化合物やその他異物の存在は認められなか

った。 

 

２．通電状態確認結果 

Ｖ相－Ｗ相間絶縁操作軸の上部埋金とＶ相可動接触子とは接触状態（テスター

で導通を確認）であることを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 断路器内部確認個所 

  

１８７ｋＶ母線

伊方発電所

甲母線

乙母線

大洲変電所

起動変圧
器２号

主変圧器
１号

予備変圧
器３号

伊方南幹線
１号線

伊方南幹線
２号線

伊方北幹線
１号線

伊方北幹線
２号線

主変圧器
２号

起動変圧
器１号

遮断器

断路器

【凡例】

確認個所
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表１ 断路器内部確認結果 

 主変圧器１号 

乙母線断路器 

起動変圧器１号 

乙母線断路器 

伊方南幹線１号線 

線路側断路器 

Ｖ
相
可
動
接
触
子
の
嵌
合
部    

断
路
器
内
部 
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添付資料－１６ 

試験用系統構成、手順等の評価 

 

１．今回の試験系統構成、手順等の評価 

今回の１８７ｋＶブスタイ保護リレーの方向試験の計画に当たっては、以下

の検討を実施しており、その検討内容について評価した。 

 

（１）送電系統についての検討（原子力部門、系統運用部門） 

「四国電力株式会社 系統運用指針」に従い、原子力部門にて今回の試験

におけるリスクおよびその対策について検討し、系統運用部門とも協議のう

え試験系統構成等を計画した。 

 

ａ．１８７ｋＶブスタイ保護リレーの方向試験に伴う１８７ｋＶ系統構成検討 

過去に実施した同様の方向試験の実績を参考として、今回の試験におけ

る変電所側や送電線側の現場状況等も踏まえ、１８７ｋＶブスタイ保護リ

レーの方向試験に必要となる設備の利用範囲および負荷条件の電流等の検

討を行い、系統構成を決定した。 

具体的には、 

 

・方向試験では、母線連絡遮断器に電流を流すため、甲母線に所内負荷、

乙母線に電源（送電線）を接続、または甲母線に電源（送電線）、乙母線

に所内負荷を接続する必要があること 

・方向試験は、実際に使用する１８７ｋＶ送電線、母線、遮断器等を使用

して確認する試験のため、仮設備ではなく実系統での試験を実施する必

要があること 

 

から、方向試験の系統構成として、甲母線に所内負荷（１号起動変圧器、

２号起動変圧器、３号予備変圧器）、乙母線に電源（送電線：伊方北幹線

１Ｌ・２Ｌ、伊方南幹線１Ｌ・２Ｌ）を接続することとした。 

 

ｂ．電気事故を局所化するための保護対策の検討 

送電線事故や母線事故が発生した際に、事故範囲を局所化できるよう、

保護リレーの保護する範囲を調整する場合もあるが、今回試験対象の１８

７ｋＶブスタイ保護リレーについては、常時作動しない運用（ロック運

用）のため、試験時も通常時と保護リレーの状態が変わらないことから、

特段の保護範囲の調整が不要であることを確認した。 
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ｃ．実施時期の検討 

重負荷期や雷・雪・台風などの災害が予想される時期の回避など、天候

条件を考慮して、試験の実施時期を計画した。 

 

ｄ．天候条件の考慮 

試験においては、天候条件を考慮した試験計画とした。 

・雷や台風等の悪天候の場合には、試験の中止、延期を検討する。 

・試験中に、天候の状況が悪化した場合には、試験を中止する。 

 

（２）所内系統についての検討（原子力部門の発電所内関係個所） 

ａ．試験の実施時期 

原子力安全に係るリスクを考慮し、３号機のプラント停止時期を選定

し、その中でも燃料取出後の十分冷却され、所内負荷も少ない運転モード

外（キャビティ全ブロー中）の時期での実施を計画した。 

 

ｂ．電源の確保（外部電源、非常用電源） 

試験中に送電線事故等が発生した場合でも、電源供給に支障のないよう

に、試験に用いる外部電源以外の電源（外部電源、非常用電源）を複数確

保するよう計画した。 

 

〇 試験に用いる外部電源以外の外部電源 

・５００ｋＶ送電線  

・平ばえ支線（６６ｋＶ） 

・亀浦変電所からの給電（６．６ｋＶ） 

〇 非常用電源 

・非常用ディーゼル発電機３Ｂ  １基（３Ａは点検中） 

・非常用ディーゼル発電機２号 ２基 

・空冷式非常用発電装置    ４台 

 

ｃ．試験用負荷の検討 

１８７ｋＶブスタイ保護リレーの方向試験においては、方向試験で使用

する測定装置が検知できる電流（約７ＭＷに相当する電流）を母線連絡遮

断器に流す必要があった。今回、１、２号機は廃止決定しており所内負荷

が少なく、１、２号機の所内負荷（約４ＭＷ）だけでは試験に必要な電流

を確保することができないことから、試験に必要な電流を確保するため、

過去に実施した同様の方向試験の実績も踏まえ、１、２号機に加え既設設

備の実負荷である３号機の所内負荷（約３ＭＷ）を使用した。 
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ｄ．系統構成のための操作回数・順序の評価 

通常、伊方発電所の１８７ｋＶ送電線、負荷は１甲２乙 ※２の接続となる

よう運用している。 

このため、方向試験の系統構成のための操作においては、不要な操作が

生じないよう、送電線を乙母線に、負荷を甲母線に接続することとした。

また、上流の送電線側を切替えた後に下流の負荷側を切替える一般的な順

序であることから、送電線側を切替えた後に、負荷側を切替えることとし

た。 

※２ 甲母線：１号負荷、伊方北幹線１号線、伊方南幹線１号線 

     乙母線：２号負荷、伊方北幹線２号線、伊方南幹線２号線 

     ３号負荷は甲母線に接続 

 

ｅ．３号機所内負荷の切替え時期の評価 

方向試験では、３号機所内負荷を使用することとしており、１８７ｋＶ

送電線から３号機所内負荷を給電するには、点検していた予備変圧器３号

を復旧する必要があった。 

このため、方向試験に必要な系統構成とする前に予備変圧器３号を無負

荷受電し、その後、所内電源を切替え、負荷運転により予備変圧器３号の

健全性を確認した後に１８７ｋＶ送電線の系統切替えを行うこととした。

予備変圧器３号の健全性を確認した直後に１８７ｋＶ送電線の系統切替え

を実施することは、１８７ｋＶ送電線の片母線接続時間を最小限にするこ

とができ、また、点検後のインサービスのための確認行為としては一般的

であった。 

 

（３）今回の試験系統構成、手順等の評価結果（まとめ） 

（１）、（２）に示す通り、今回の方向試験の計画に当たっては、関係部門

において必要な系統構成の立案を行うとともに、原子力安全に係るリスクを

最小化するために実施時期の選定、天候条件の考慮など、想定されるリスク

の特定、分析評価を行い、試験中止条件の設定、万が一のトラブルを想定し

た外部電源、非常用電源の電源確保対策など、リスクを緩和するための必要

な措置を講じていた。 

 

２．更なるリスク低減に係る検討 

今回、１、２、３号機の所内負荷が数秒間同時に停電したことから、他の作

業手順の可能性を踏まえ、原子力安全に係るリスクを更に低減するため、３号

機所内負荷の切替え時期および試験用負荷の使用について、更なる検討を実施

した。 

また、過去の同様な試験についても試験系統内の事故発生時の影響について

同様に評価を実施した。 
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（１）３号機所内負荷の切替え時期の再評価 

ここでは、「ケース① ３号所内負荷を１８７ｋＶ側に切替え後に送電線４

回線を片母線へ接続する場合（今回のケース）」と「ケース② 送電線４回線

を片母線へ接続した後に３号所内負荷を１８７ｋＶ側に切替える場合」につ

いて評価した。 

 

ａ．送電線および母線事故時の停電評価 

（ａ）１８７ｋＶ送電線および母線事故時の停電評価 

１８７ｋＶ送電線事故および母線事故が発生した場合、停電となる範

囲について、評価した結果を表２に示す。 

送電線事故の場合、２回線事故を想定しても、所内負荷が停電となる

ことはない。 

１母線事故の場合、ケース①（今回のケース）では、１、２、３号機

の所内負荷が停電となる。ケース②では、１、２号機の所内負荷は停電

となるが、３号機所内負荷は、５００ｋＶ送電線から受電している状態

を継続することから停電せず、１、２、３号機の所内負荷が同時停電す

ることはない。 

表２ １８７ｋＶ事故時の停電評価 ※１ 

 事故種別 

 

受電状態 

送電線事故 
１母線（乙母線） 

事故 
１回線事故 

（全４回線） 

２回線事故 

（全４回線） 

ケース① 

（今回のケース） 

〇 
影響なし 

１８７ｋＶ送電

線残り３回線よ

り受電継続 

〇 
影響なし 

１８７ｋＶ送電

線残り２回線よ

り受電継続 

×※２ 

１、２、３号機 

所内負荷停電 

１８７ｋＶ母線停止 

ケース② 

〇 
影響なし 

１８７ｋＶ送電

線残り３回線よ

り受電継続 

〇 
影響なし 

１８７ｋＶ送電

線残り２回線よ

り受電継続 

×※３ 
１、２号機 

所内負荷停電 

１８７ｋＶ母線停止 

〇※３ 
３号機 
影響なし 

５００ｋＶ送電線 
より受電継続 

※１ 故障発生時の影響度は、所内負荷停電（＝使用済燃料冷却設備の停止）の有無で

評価 

※２ １、２、３号機所内負荷は甲母線に接続し、１８７ｋＶ送電線は４回線全て乙母

線に接続とする。 

※３ ３号機所内負荷は５００ｋＶ送電線から受電。それ以外は※１に同じ。 
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（ｂ）５００ｋＶ送電線および母線事故時の停電評価 

今回の事故は、１８７ｋＶ送電線が遮断される事故であったものの、

仮に今回の試験系統において５００ｋＶ送電線または母線の事故が発生

した場合の停電範囲について評価を実施した。結果を表３に示す。 

送電線１回線事故の場合、１、２、３号機の所内負荷が停電となるこ

とはない。 

送電線２回線事故または母線事故の場合、ケース①（今回のケース）

では、１、２、３号機いずれも１８７ｋＶ送電線から受電している状態

を継続することから所内負荷は停電しない。ケース②では、１８７ｋＶ

送電線からの受電継続により、１、２号機所内負荷は停電することはな

いが、５００ｋＶ送電線から３号機所内負荷を受電時に、５００ｋＶ送

電線２回線または母線事故の発生により、３号機所内負荷は数秒間停電

する。 

 

表３ ５００ｋＶ事故時の停電評価 ※ 

 事故種別 

 

受電状態 

送電線事故 

母線事故 １回線事故 

（全２回線） 

２回線事故 

（全２回線） 

ケース① 

（今回のケース） 

〇 
影響なし 

１８７ｋＶ送電

線より受電継続 

〇 
１、２、３号機所内

負荷影響なし 

１８７ｋＶ送電 

線より受電継続 

〇 
１、２、３号機所内

負荷影響なし 

１８７ｋＶ送電 

線より受電継続 

ケース② 

〇 
影響なし 

１、２号機 

１８７ｋＶ送電

線より受電継続 

３号機 

５００ｋＶ送電

線より受電継続 

〇 
１、２号機所内負荷

影響なし 

１８７ｋＶ送電 

線より受電継続 

〇 
１、２号機所内負荷

影響なし 

１８７ｋＶ送電 

線より受電継続 

✕  
３号機所内負荷停電 

５００ｋＶ送電線より

受電時、５００ｋＶ送電

線２回線停止 

✕  

３号機所内負荷停電 

５００ｋＶ送電線より 

受電時、５００ｋＶ母 

線停止 

※故障発生時の影響度は、所内負荷停電（＝使用済燃料冷却設備の停止）の有無で評価 

76



ｂ．系統故障率の評価 

次に、「ケース① ３号所内負荷を１８７ｋＶ側に切替え後に送電線４回

線を片母線へ接続する場合（今回のケース）」と「ケース② 送電線４回線

を片母線へ接続した後に３号所内負荷を１８７ｋＶ側に切替える場合」に

おいて、系統の故障について故障率の観点から、定性的な評価を実施し

た。結果を表４に示す。なお、本評価では、試験系統内の送電線、母線、

断路器等の機器故障率は、一定との前提で評価を実施した。 

図１に示すとおり、ケース②はケース①に比べて３号機所内負荷を１８

７ｋＶ側へ切替える時間が含まれるため、送電線片母線接続となる時間が

長くなり、系統全体としての故障率は上昇する。 

ケース①およびケース②とも、操作対象、操作回数が同じことから、設

備操作に係る故障率は同じである。 

表４ 系統故障率の評価 ※ 

ケース①

（今回のケース） 

ケース②

１８７ｋＶ送電線４回

線を乙母線接続時の機

器故障率 

◯ △ 

試験時のみ 試験時に加え３号機所

内負荷を１８７ｋＶ側

へ切替える時間を含む 

方向試験時の機器故障

率 

◯ ◯ 

方向試験に要する時間は同じため 

時間故障率は同じ 

一連の操作回数を踏ま

えた機器故障率 

◯ ◯ 

機器操作回数を最小限

にすることで故障率を

抑えている。 

機器操作回数を最小限

にすることで故障率を

抑えている。 

※系統内の送電線、母線、断路器等の機器故障率は、一定との前提で評価
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① ②

①

② １８７ｋＶ送電線４回線を甲乙母線受電から乙母線（片母線）へ切替え

３号機所内負荷を５００ｋＶ側から１８７ｋＶ側へ切替え

ケース①
（今回のケース）

ケース②

③

１８７ｋＶブスタイ保護リレーの方向試験③

△事故発生

187kV送電線が片母線受電となる期間

② ① ③

187kV送電線が片母線受電となる期間

図１ 各ケースでの操作順序（イメージ） 

（２）試験用負荷の検討

今回の１８７ｋＶブスタイ保護リレーの方向試験においては、方向試験で

使用する測定装置が検知できる電流（約７ＭＷに相当する電流）を母線連絡

遮断器に流す必要があった。ただし、１、２号機は廃止決定しており所内負

荷が少なく、１、２号機の所内負荷（約４ＭＷ）だけでは試験に必要な電流

を確保することができないことから、１、２号機に加え既設設備の実負荷で

ある３号機の所内負荷（約３ＭＷ）を使用した。 

今回の方向試験では、試験に必要な負荷が３ＭＷ程度であり、仮設備（模

擬負荷）の使用が可能であると考えられることから適用可能性について検討

を行った。 

仮設設備（模擬負荷）の使用は、仮設のケーブル敷設・接続作業等を伴う

ことから、既存の常設設備を使用する場合と比べて電気事故、作業安全上の

リスクを伴う。一方、ＴＢＭ（作業前のミーティング）－ＫＹ（危険予知）

の充実等により、作業安全上のリスク低減対策を講じれば、仮設設備（模擬

負荷）も有用な手段のひとつである。一方で、試験用負荷に仮設設備（模擬

負荷）を使用した場合でも、５００ｋＶ母線事故が発生した場合には、５０

０ｋＶ送電線から受電している３号機所内負荷は停電する。 

今回の方向試験においては、３号機所内負荷の代わりに仮設設備（模擬負

荷）を使用した場合、３号機所内負荷への影響はなく、１、２、３号機の所

内負荷が同時に停電することはなかった。 

（３）過去の試験系統の評価

今回の事象との比較として、今回方向試験を行った１８７ｋＶブスタイ保

護リレーの前回方向試験および電源構成が現在と概ね同じとなっている平成

２３年３月以降の１８７ｋＶ母線関係の方向試験を抽出し、それぞれの試験

における運転プラントへ電源供給停止等の影響を比較した。比較結果を表５

に示す。 
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確認した結果、過去の試験については、一部の試験において、１、２、３

号機所内電源の全てが供給停止となる可能性が否定できない系統構成であっ

たことを確認した。 
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図２－１ 試験時系統構成（１８７ｋＶ母線連絡保護リレー更新） 

１８７ｋＶ母線

伊方発電所

甲母線

乙母線

大洲変電所

起動変圧
器２号

主変圧器
１号

２号機へ
（運転中）

予備変圧
器３号

伊方南幹線
１号線

伊方南幹線
２号線

伊方北幹線
１号線

伊方北幹線
２号線

主変圧器
２号

発電機
２号

（運転中）

１号機へ
（定検中）

起動変圧
器１号

Ｇ 発電機
１号

（定検中）

Ｇ

母線連絡保護リレー方向試験
（２号機発電電力）

遮断器
(開放)

断路器
(開放)

遮断器
(投入)

断路器
(投入)

【凡例】

１８７ｋＶ母線

伊方発電所

甲母線

乙母線

大洲変電所

起動変圧
器２号

主変圧器
１号

予備変圧
器３号

伊方南幹線
１号線

伊方南幹線
２号線

伊方北幹線
１号線

伊方北幹線
２号線

主変圧器
２号

起動変圧
器１号

Ｇ

予備変圧器方向試験
2017.10.24

母線連絡保護リレー取替
方向試験
1995.5.27

川内変電所

Ｇ Ｇ

予備変圧器３号保護リレー方向試験
（負荷は３号所内負荷）

Ｇ

川内変電所

２号機へ
（定検中）

発電機
２号

（定検中）

１号機へ
（廃止中）

発電機
１号

（廃止中）

発電機
２号

(運転中)

発電機
３号

（定検中）

方向試験
対象機器

遮断器
(開放)

断路器
(開放)

遮断器
(投入)

断路器
(投入)

【凡例】

方向試験
対象機器

図２－２ 試験時系統構成（３号発電機変圧器保護盤更新） 
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１８７ｋＶ母線

伊方発電所

甲母線

乙母線

大洲変電所

起動変圧
器２号

主変圧器
１号

２号機へ
（定検中）

予備変圧
器３号

伊方南幹線
１号線

伊方南幹線
２号線

伊方北幹線
１号線

伊方北幹線
２号線

主変圧器
２号

発電機
２号

（定検中）

１号機へ
（廃止中）

起動変圧
器１号

発電機
１号

（廃止中）

Ｇ

母線保護リレー方向試験
2017.12.15

川内変電所

Ｇ Ｇ

母線保護リレー方向試験
（負荷は１，２、３号所内負荷）

発電機
３号

（定検中）

遮断器
(開放)

断路器
(開放)

遮断器
(投入)

断路器
(投入)

【凡例】

方向試験
対象機器

図２－３ 試験時系統構成（１８７ｋＶ母線保護リレー更新） 
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（４）更なるリスク低減に係る検討結果

２．（１）で実施した、３号機所内負荷の切替え時期による試験系統の影響

評価結果について表６にまとめた。 

表６のとおり、３号機の所内負荷切替時期は、１８７ｋＶ片母線接続前後

のいずれにおいても、機器故障発生確率の観点では有意な差はなく、故障発

生時の影響度の観点でも、故障の発生箇所によっては、それぞれ一長一短あ

り、一概にどちらが有用とは言えない。 

また、試験用負荷について、仮設備（模擬負荷）の使用を検討した結果、

ケーブル敷設・接続作業等に伴う電気事故・作業安全上のリスクを伴うもの

の、ＴＢＭ－ＫＹの充実等によるリスク低減を図ることにより、有効な手段

のひとつである。 

今回のブスタイ保護リレー方向試験において、例えば仮設備（模擬負荷）

を使用する等により、３号機所内負荷を試験系統構成から切り離すことで、

１、２、３号機の所内負荷が同時に停電することはなかった。 

１、２、３号機所内負荷の同時停電を回避する手段の検討など、過去の実

績にとらわれることなく、試験の都度、原子力安全に係るリスクについて、

より幅広い観点から、特定、分析評価することが重要である。 
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表６ ３号機所内負荷切替時期による試験系統の影響評価 ※ 

 系統状態 

評価項目 

３号機所内負荷切替時期 

１８７ｋＶ４回線 

片母線へ接続前に 

切替え 

（今回のケース） 

１８７ｋＶ４回線 

片母線へ接続後に切替

え 

故
障
確
率

１８７ｋＶ片母線受電時間

による故障確率 
〇 

試験時のみ 

△ 
試験時に加え３号機所内

負荷を１８７ｋＶ側へ切

替える時間を含む 

方向試験時の機器故障率 

〇 
方向試験に要する 

時間は同じ 

〇 
方向試験に要する 

時間は同じ 

一連の操作を踏まえた 

機器故障発生確率 
〇 

最小限の操作回数 
〇 

最小限の操作回数 

故
障
発
生
時
の
影
響
度

保護対策 

事故範囲の 

局所化 

〇 
保護リレーによる 

適切な保護対策 

〇 
保護リレーによる 

適切な保護対策 

バックアッ

プ電源 
〇 

外部電源、非常用電源 
〇 

外部電源、非常用電源 

１８７ｋＶ 

乙母線事故

（送電線は全

て乙母線接

続） 

１、２号機 
× 

１８７ｋＶ母線停止 

× 
１８７ｋＶ母線停止 

３号機 
× 

１８７ｋＶ母線停止 

〇 
５００ｋＶ送電線 

より受電継続 

１８７ｋＶ 

送電線 

２回線事故 

（送電線は全

て乙母線接

続） 

１、２号機 
〇 

１８７ｋＶ送電線 

残りの２回線維持 

〇 
１８７ｋＶ送電線 

残りの２回線維持 

３号機 
〇 

１８７ｋＶ送電線 

残りの２回線維持 

〇 
５００ｋＶ送電線 

より受電継続 

５００ｋＶ 

母線事故 

または 

送電線 

２回線事故 

１、２号機 
〇 

１８７ｋＶ送電線より 

受電継続 

〇 
１８７ｋＶ送電線より 

受電継続 

３号機 
〇 

１８７ｋＶ送電線より 

受電継続 

✕ 
５００ｋＶ母線または 

送電線２回線停止 

※系統内の送電線、母線、断路器等の機器故障率は、一定との前提で評価

故障発生時の影響度は、所内負荷停電（＝使用済燃料冷却設備の停止）の有無で評価

影響評価 大：× 中：△ 小：○ 
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３．今後の対応 

今回１、２、３号機所内負荷が数秒間同時停電したことを踏まえ、今回の１

８７ｋＶブスタイ保護リレーの試験再開に際しては、３号機所内負荷を接続し

ない試験系統構成（模擬負荷を使用）にて実施する。 

また、保護リレーの方向試験を実施する場合、最適な系統構成、負荷の状況

は、各プラント状態に大きく依存することから、過去の方向試験の状況と必ず

しも同じとは限らない。 

従って、過去の実績にとらわれることなく、試験の都度、原子力安全に係る

リスクについて、より幅広い観点から、特定、分析評価することが重要であ

る。 

今後実施する保護リレーの方向試験においては、試験の都度、今回の再分

析・評価を踏まえたより幅広い観点から検討を実施することとする。また、必

要に応じ、確率論的リスク評価等のリスク情報を活用するとともに、関係する

主任技術者も含めた意思決定を行う。 

なお、現在当社では、発電所のマネジメントに対し、今回の事例のようにリ

スク情報を活用した意思決定を導入するための活動を推進している。
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添付資料－１８ 

対策要否検討結果および対策内容 

 

１．対策要否検討結果 

伊方１、２、３号機のガス絶縁開閉装置について、対策要否を検討した。 

その結果、伊方３号機のガス絶縁開閉装置（５００ｋＶ、１８７ｋＶ）の断路

器については、同様のセレーション構造でないことから同様の事象は発生せず、

対策は不要である。 

さらに、伊方３号機のガス絶縁開閉装置（５００ｋＶ、１８７ｋＶ）について

は、これまでの定期点検結果に異常がないこと、現在の使用状態においてガス圧

等が正常であることを確認するとともに、内部診断（部分放電診断および内部異

物診断）を実施し異常がないことを確認した。 

一方、伊方１、２号機のガス絶縁開閉装置（１８７ｋＶ、６６ｋＶ）の断路器

については、図１の①～㉘の断路器について、同様のセレーション構造を有する

ことから、その対策要否を表１のとおり検討した。 

 

 

１８７ｋＶ
母線

伊方発電所

甲母線

乙母線

起動
変圧器２号

主変圧器
１号

予備
変圧器３号

伊方南幹線
１号線

伊方南幹線
２号線

伊方北幹線
１号線

伊方北幹線
２号線

主変圧器
２号

起動
変圧器１号

遮断器

断路器/接地開閉器
（対策要）

【凡例】

    

   

  

 ㉑

  

 

 

大洲変電所

 

㉒
計器用
変圧器

計器用
変圧器

    

㉓ ㉔

 

㉘㉗㉖㉕

断路器/接地開閉器
（対策不要）

  

図１ 対策要否検討結果 概要図 
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表１ 対策要否検討結果 

○：対象、×対象外 

番号 名   称 
(1)絶縁操作軸が垂直

配置※１ 

(2)開放状態時に嵌合

部に電圧が課電※２ 
対策対象※３ 備 考 

① 伊方北幹線２号線線路側断路器 × ― ×  

② 伊方北幹線１号線線路側断路器 × ― ×  

③ 伊方南幹線２号線線路側断路器 × ― ×  

④ 伊方南幹線１号線断路器 × ― ×  

⑤ 伊方北幹線２号線甲母線断路器 ○ ○ ○  

⑥ 伊方北幹線１号線甲母線断路器 ○ ○ ○  

⑦ 計器用変圧器甲母線接地開閉器 ○ ○ ○  

⑧ 伊方南幹線２号線甲母線断路器 ○ ○ ○  

⑨ 伊方南幹線１号線甲母線断路器 ○ ○ ○  

⑩ 起動変圧器２号甲母線断路器 ○ ○ ○  

⑪ 主変圧器２号甲母線断路器 ○ × × ※４ 

⑫ 母線連絡甲母線断路器 ○ × ×  

⑬ 主変圧器１号甲母線断路器 ○ × × ※４ 

⑭ 起動変圧器１号甲母線断路器 ○ ○ ○  

⑮ 伊方北幹線２号線乙母線断路器 ○ ○ ○  

⑯ 伊方北幹線１号線乙母線断路器 ○ ○ ○  

⑰ 母線連絡乙母線断路器 ○ × ×  

⑱ 伊方南幹線２号線乙母線断路器 ○ ○ ○  

⑲ 伊方南幹線１号線乙母線断路器 ○ ○ ○ 当該品 

⑳ 起動変圧器２号乙母線断路器 ○ ○ ○  

㉑ 主変圧器２号乙母線断路器 ○ × × ※４ 

㉒ 計器用変圧器乙母線接地開閉器 ○ ○ ○  

㉓ 主変圧器１号乙母線断路器 ○ × × ※４ 

㉔ 起動変圧器１号乙母線断路器 ○ ○ ○  

㉕ 起動変圧器２号接地開閉器 × ― ×  

㉖ 主変圧器２号接地開閉器 × ― ×  

㉗ 起動変圧器１号接地開閉器 × ― ×  

㉘ 主変圧器１号接地開閉器 × ― ×  

※１：絶縁操作軸が水平配置であれば、絶縁操作軸の荷重を嵌合部で支えるため非接触状態となることはない。 

※２：嵌合部の非接触状態が発生するのは、構造上、断路器が開放状態のときだけであり、開放状態で電圧がか

からなければ放電は発生しない。 

※３：⑲の当該品１台を除き、対策対象は１３台。 

※４：１、２号機の廃止に伴い主変圧器を使用することはなく、嵌合部に電圧がかかることはない。  
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２．対策内容 

（１）内部開放点検 

現状に異常がないことを確認するため、「１．対策要否検討結果」で対象と

して選定された同一構造および使用状態が同じ断路器（１３台）について

は、計画的に断路器の内部開放点検を行い、嵌合部の外観およびフッ素化合

物の有無を確認する。 

 

（２）部分放電診断および内部異物診断 

放電の発生有無を監視するため、当該断路器（１台）および同一構造およ

び使用状態が同じ断路器（１３台）について部分放電診断による監視強化を

行う。部分放電診断については、内部開放点検の終了までは週に１回の測定

を行い、内部開放点検終了後は、点検結果を踏まえて診断の頻度を決定す

る。さらに、内部異物診断を行うことによって、嵌合部の損傷に伴い発生す

る内部異物の有無を確認する。 

 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図２ 部分放電診断（イメージ）   図３ 内部異物診断（イメージ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

検出器（アンテナ） 

受信機 
受信機 

検出器（振動センサ） 
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３．ブスタイ保護リレー試験 

１、２、３号機の電源が数秒間同時に停電したことから、今回の１８７ｋＶブ

スタイ保護リレーの試験再開に際しては、３号機の所内負荷を接続しない試験系

統構成（模擬負荷を使用）にて実施する。 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 
   

 
 

 

 

     

 

  

  

 

  
  

 

    

 

 
 

 

 
   

 
 

 

 

     

 

    

  

    
    

  

 

 

      

 

187kV送電線 66kV送電線

起動
変圧器
２号

所内変圧器
３号

主変圧器
３号

予備変圧器
３号

予備
変圧器

500kV送電線

DG
3A

DG
２A

DG
２B

３号
発電機

待機中待機中待機中
 ２

 ２　１台は点検中の場合あり

伊方３号機 伊方１、２号機

空冷
EG

待機中 待機中

DG
３B

空冷
EG

待機中

遮断器(開放)

遮断器(投入)

【凡例】

起動
変圧器
１号

待機中
 ２

甲母線

乙母線

空冷
EG

対策対象（１４台）
断路器／
接地開閉器

 １　甲、乙母線それぞれに設置
 (７台×２母線＝１４台)

模擬
負荷

 １

 １

非常用
高圧母線３Ｃ

非常用
高圧母線３Ｄ

非常用
高圧母線２Ｃ

非常用
高圧母線２Ｄ

非常用
高圧母線１Ｃ

非常用
高圧母線１Ｄ３号機の所内負荷は

５００ｋV側より受電
 ３

 ３　非安全系母線に接続する場合あり

 
 

  
  

 

亀浦
配電線

１～３号機
非常用

高圧母線へ

G

 １

 

 

 

 

図４ 保護リレー試験時の系統構成（改善策） 
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参考資料 

用語解説 

○ガス絶縁開閉装置

絶縁特性に優れたＳＦ６（六フッ化硫黄）ガスを用いて、遮断器、断路器等を一

体に収納した開閉装置。 

○保護継電装置（保護リレー）

電力系統で発生した地絡や短絡などの電気事故を検出し、事故が発生した箇所

を切り離す信号を発信する装置。 

○遮断器

電力系統で地絡や短絡などの電気事故が発生した場合に電流を遮断する装置。 

○母線連絡遮断器

２つの母線を選択・区分するために設けられている遮断器。 

○断路器

回路を選択・区分するための装置。 

○１８７ｋＶ母線保護リレー

１８７ｋＶ母線内で発生した地絡や短絡などの電気事故を検出し、１８７ｋＶ

母線を保護するため、遮断器へ事故が発生した箇所を切り離す信号を発信する装

置。 

○母線連絡保護リレー

１８７ｋＶ母線から送電線を含む区間で発生した地絡や短絡などの電気事故を

検出し、当該区間を保護するため、遮断器へ事故が発生した箇所を切り離す信号

を発信する装置。 

○断路器ユニット

ガス絶縁開閉装置のうち断路器および導体を内包した箇所。 
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○自動オシロ装置

電気事故時における電圧・電流波形をモニタするための装置。 

○短絡

電位差のある２点間が導通状態になること。なお、Ｕ相、Ｖ相、Ｗ相のいずれ

か二相で起きる短絡を二相短絡、三相すべてで起きる短絡を三相短絡という。 

○地絡

  電気回路と大地が導通状態になること。 

○試充電

負荷のない状態で電圧を印加して、受電状態に異常がないことを確認すること。 

○方向試験

電力潮流により、方向性、極性などが正常であることの確認を目的として、試

験対象の保護リレーをロック（隔離）した状態で実際の電気系統を使用し、試験

装置にて電圧および電流の位相差を確認する試験のこと。 

○ＳＥＭ（Scanning Electron Microscope、走査型電子顕微鏡）

電子線を試料に照射して表面を観察する装置。 

○セレーション

軸のまわりに山と谷を、のこぎり歯状に等間隔につけたもの。 

○フッ素化合物

フッ素（Ｆ）とアルミニウム（Ａｌ）や銅（Ｃｕ）が化合してできた物質。

○主変圧器

３号：発電機から５００ｋＶ送電線へ電力を供給するための変圧器 

  発電機停止中は５００ｋＶ送電線より受電し、所内へ電力を供給する。 

１、２号：発電機から１８７ｋＶ送電線へ電力を供給するための変圧器、運転終

了に伴い使用していない。 
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○所内変圧器

３号：所内へ電力を供給するための変圧器。  

発電機停止中は主変圧器より電源を受電している。 

１、２号：運転終了に伴い使用していない。  

○予備変圧器

３号：所内変圧器が使用できない場合、１８７ｋＶ送電線から受電し所内へ

電力を供給する変圧器。 

所内変圧器が使用できる場合は基本的に待機状態となっている。  

１、２号：起動変圧器が使用できない場合、６６ｋＶ送電線から受電し所内へ電

力を供給する変圧器。 

起動変圧器が使用できる場合は基本的に待機状態となっている。 

○起動変圧器

１、２号：１８７ｋＶ送電線から受電し、１、２号機所内へ電力を供給する変圧

器。 

○所内電源

伊方発電所内の設備に必要な電源。 

以 上 
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